
１．は じ め に

　これまで低賃金労働を武器に製造サプライ・チェーンの川下最終工程を

担ってきた中国が2000年代以降技術力，イノベーション力を急速に獲得し

つつある。例えばファーウェイ（華為技術）が次世代通信規格５Gの国際

標準を巡る争いで先行，次世代通信網の中国技術の国際標準化を懼れる米

国がファーウェイを国際通信市場から締め出そうとして米中間で深刻な紛

争が発生している。一方，米国では，Googleが IT技術と情報処理能力を

活かして自動走行技術を開発し自動走行ビジネスに進出しようとするな

ど，IoT技術による新たなイノベーションが本格化しつつあり，グローバ
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ル IT企業が20世紀型産業である製造業を IT技術と融合した21世紀型産業

に作り変えようとしている。このように国際経済構造と世界の産業構造が

変動しつつある中，ドイツ及び日本は米国が先導する IoT技術によるイノ

ベーションに自らも挑むとともに，製造業における競争優位を維持するた

めのイノベーションを模索している。

　2010年代以降，ドイツは，先進国製造業が中国等新興国との競争に勝ち残

るには，マス・カスタマイゼーションと変種変量生産を徹底し，変動する市

場ニーズに迅速・的確に対応する必要があるとし，自国製造業の競争優位

の再構築プランとして（「第４次産業革命」の語源となった）“Industrie4.0” を

提唱した（Bundesministerium fuer Wirtschaft und Energie（2016））。“Industrie4.0”

では，IoT技術，AI技術，クラウド技術により生産システムをデジタル化

し，企業経営陣が市場動向に即して修正する生産計画に対して生産工場が

柔軟かつ機動的に対応できるよう，企業情報システムにより工場の生産ラ

インを自動制御する “Smart Factory” が次世代製造モデルとして提示。こ

の “Smart Factory” はマス・カスタマイゼーションと変種変量生産への対

応だけではなく，生産ラインよりリアルタイム収集したデータに基づき

AIが生産ラインのカイゼン方法を解析し，その結果に基づいて生産ライ

ンに改良を加えるカイゼンの「自動システム化」を柱としており，いわば

トヨタ生産方式（TPS :  Toyota Production System）のデジタル版ともいうべ

きアイデアとなっている。

　TPSは1950年代以降トヨタ自動車が「ムダの排除」を追及する過程で

創り出した（現在もなお改良・変容し続けている）生産システムであり，1990

年代以降，海外では「リーン生産システム（lean production）」と呼ばれ，

欧米メーカーが生産性向上と多品種少量生産への転換のために学習・導入

に努めてきた。TPSは「ムダの排除」をスタート点として生産効率化を

目指す一つの「製造思想」であり，大量生産・多品種少量生産・変種変量
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生産など特定の製造ニーズに対応するものではない。「ムダの排除」のた

め「工程の流れ化」を目指し，そのために「ジャスト・イン・タイム」

「全工程の同期化」「pull型生産」を追求する過程で，これらを一つのシス

テムとして統合する方法として「カンバン方式」を形成・確立してきた。

TPSは，国内製造ニーズが大量生産から多品種少量生産，さらに変種変

量生産に転換するのに伴い，市場需要動向に対応する小ロット生産システ

ムに成長。結果的に “Industrie4.0” が掲げる市場動向に即応したマス・カ

スタマイゼーションと変種変量生産を先取りするものとなった。

　では，“Smart Factory” はデジタル TPSとして TPSを超克しようとする

ものなのだろうか。あるいは両者は変種変量生産に適合する生産モデルと

して並立するものなのだろうか。ドイツで “Industrie4.0” を推進する産学

官共同体の一翼を担う「ドイツ人工知能研究センター」（DFKI :  Deutsches 

Forschungszentrum fuer Kuenstlische Inteligenz）は「リーン生産システムは

（1990年代以降）現在に至るまでシンプルさと高効率性により，多品種少量

生産の基本モデルであり続けている」と認めた上で，リーン生産システム

は限界に達しており「高度にカスタマイズされた製品の大量生産に対応で

きるだけの可変性」を欠くばかりか「現代の ICT技術の可能性を利用し

ていない」とし，TPSは克服されるべき過去の生産方式とする（Kolberg et 

al.（2017））。あるいは「リーン生産方式は元来オートメーション（自動化）

を排除していなかった」にも関わらず自動化を怠ってきた（Bilberg and 

Hadar（2012））として，IoT技術をリーン生産方式に適用し「リーン・オ

ートメーション（Lean Automation）」（Roy et al.（2015） ;  Kolberg et al.（2017））

に進化させるべきとして，“Smart Factory” を未来を志向するモデルとし

て TPSよりも優位に置く見方が少なくない。

　“Industrie4.0” に関する先行文献レビューを行った Bauer et al.（2018）等

によれば，“Smart Factory” に優位性を認める論者の TPSに対する認識は，
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① TPSは多品種少量生産のための生産システムであり変種変量生産に適

合しない，② TPSの「平準化生産」は原理的にマス・カスタマイゼーシ

ョンと二律背反するものであり，TPSは内在的にマス・カスタマイゼー

ションに適合しない，③ TPSは熟練工・多能工に段取替え等生産ライン

の運転管理を依存しており，TPSの人的要素がマス・カスタマイゼーシ

ョンへの適応を妨げる等に要約できる。彼等は，TPSの制約を打破する

ために生産ラインの IoT化を行い，「設備・機器から自動的に生産関連デ

ータを収集し，（CPSによるビック・データ解析により）各時点の市場動向に

最適化した生産方法及び生産ラインを解析」，それに対応して自動的に段

取替え，部品・部材の準備等を実施し最適生産を行うとともに「インター

ネットを介して部品・部材供給者及び顧客等とつながることで市場動向に

即応する」（Bauer et al.（2018） ;  Liao et al.（2017））ことを主張する。

　これは謂わば「機械仕掛けの神（deus ex machina）」による生産システム

であり（Ruettimann and Stoeckli（2016b）），18世紀のオペラで「機械仕掛け

の神」が大座談で登場して，ストーリーを書いている作者自身も解決不能

に陥っていたトラブルを解決して「目出度し，目出度し」となるように，

“Smart Factory” では，万事が IoT技術による自動制御により予定調和的

に進むだろうか。この点，私は，ドイツでも「機械仕掛けの神（deus ex 

machina）」の生産システム（Ruettimann and Stoeckli（2016b））との批判もあ

るように，物事がすべて IoT技術による自動制御により予定調和的に進む

とは考えない。すなわち生産プロセスを IoT技術により AIによる自動制

御化したとしても，市場動向に即応したマス・カスタマイゼーションと変

種変量生産が可能となるわけでもなければ，TPSにおいて，現場の「自

主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」が推進してきたカイゼンを

CPSが代替できるわけでもないと考える。「予定調和論者」には，TPSの

本質に関する誤認と，TPSの下で追求実現されてきた生産システム改革
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に関する無理解があり，さらには1970年代の FA化以来の「自動化」に向

けた取組に対する知識不足が「TPSが IoT革命前の遺物であり “Smart 

Factory” が TPSを超克する」という見方につながっているのではないだ

ろうか。

　第一に，TPSは多品種少量生産に対応した製造システムであるとの見

解に対しては，TPSは「ムダの排除」を製造の根幹に置く製造思想であ

り，「ムダの排除」を追及する過程で「工程の流れ化」「ジャスト・イン・

タイム」「全工程の同期化」「pull型生産」を体系化，これらを一つのシス

テムとして統合する方法として「カンバン方式」を形成・確立してきたも

のであり，大量生産，多品種少量等の特定の製造ニーズに応えるべく考案

された製造手法ではない。国内製造ニーズが大量生産，多品種少量生産，

変種変量生産と転換する中で，TPSは DENSOの量変動生産システムの

ような生産システムを開発し，段取替えなど生産ラインの運転管理のカイ

ゼンを積み重ねることで製造ニーズに応えてきたのであり，現在，

“Industrie4.0” が先進国製造業の競争優位維持策とする，市場動向に即応

した変種変量生産の徹底についても，TPSは新たな生産システムを開発

し，生産ラインの運転管理のカイゼンを発明しようとしている。TPSを

多品種少量生産等の特定の製造ニーズと結びついたものとして，“Smart 

Factory” が製造課題とする市場動向に即応した変種変量生産には対応でき

ないとすることは適当ではない。この点，「２．トヨタ生産方式（TPS）」

で，TPSに関する（敢えて欧米ジャーナル等の）先行研究レビューに基づき，

TPSは特定製造ニーズに結びついたものではなく，通常「二律背反」す

ると考えられる構成要素を一つの体系に纏め上げて，各時代の製造ニーズ

に応えてきたことを明らかにする。

　第二に，欧米等海外の経営者・生産技術者には TPSを生産技術と捉え

て人的要素を軽視する傾向が一部に観察されるが，TPSでは，人の潜在
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能力の未活用も排除すべき「ムダ」とされ，むしろジャスト・イン・タイ

ム，カンバン方式等の TPSの構成要素を纏め上げ，TPSを一つの統合さ

れたシステムたらしめているのが生産現場の「自主的に学習し絶えずカイ

ゼンを行う組織」である（Liker（2004））。カイゼンは問題発見と解決の繰

り返しであるが，生産ラインの運転管理における問題発見は生産現場で運

転管理する者でなければ不可能な面がある（最後まで残る）ため，TPSで

は，まずは生産現場が現場レベルで課題解決を試み，生産現場だけでは解

決できない場合には，生産現場と生産技術部門が協働することでソリュー

ションを創造してきた。「予定調和論者」は，CPSが「市場動向に最適化

した生産及方法及び生産ライン」を決定，それに対応して自動的に段取替

え，部品・部材の準備等を実施して最適生産を行うだけでなく，従来ヒト

が担ってきたカイゼンも CPSで自動化できるとする（Kolberg et al.（2017））。

究極的には「無人化工場」を志向していると推察されるが，生産システム

改革は，生産関連ビック・データを収集できれば生産技術部門が単独で実

施でき，生産技術部門が自己の知識・ノウハウをプログラム化すれば AI

に生産システム改革を代替できるとするのは，生産システム改革が生産技

術部門と生産現場の「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」の協働

作業として進められる実態を無視しているか，無知であるかに他ならな

い。ここでは事実を以って反論することが適切であると考える。「３．

“Smart Factory” と DENSOのものづくり」では「予定調和論者」が構想

する自動化について分析した上で，生産システム改革が生産技術部門と

AIの頭脳の中に存在するわけではなく，生産現場と生産技術部門の協働

により進められることをケース・スタディし，「機械仕掛けの神」による

自動化に論 する。

　第三に，ドイツの一部における，TPSは「現代の ICT技術の可能性を

利用」しておらず，マス・カスタマイゼーションと変種変量生産の対応に
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限界があるとの見解に対しては，TPSは「ムダの排除」の観点から元々

「自動化」を一つの柱としており（Sugimori et al.（1977） ;  Ohno（1988）），改

めて「リーン・オートメーション（Lean Automation）」を提唱されなくても，

既にトヨタ自動車及びトヨタ系列企業は1970年代の FA化以降一貫して工

場システムの IT化に取り組んできている。「４．TPSとオートメーション

化」では，DENSOの「リーン・オートメーション（Lean Automation）」の

取組をケース・スタディし，“Smart Factory” が「売り」とする IoTによ

るネットワーク構築についても「個別工場の最適化から複数工場の最適

化」「生産活動のグローバル統合」の観点から TPSに組み込もうとしてい

ることを示したい。ドイツにも，“Smart Factory” は TPSをベースとして

具現化すべきとする見解（Khanchanapong et al.（2015） ;  Kasper and Schneider

（2015） ;  Staufen AG（2016））が存在するが，“Smart Factory” は TPSを代替

したり超克したりするものではなく，両者を市場動向に即応した変種変量

生産のための並立する生産システムとして捉え，ハイブリッド化の可能性

を探求することが妥当であろう。

　では，“Smart Factory” は IoT技術と AI技術の徹底した活用により自動

化を極限まで推し進めることを原理とする革新性以外に，TPSとの比較

では特段の新規性・独自性がないのだろうか。４．でケース・スタディす

る DENSOでは，「個別工場の最適化から複数工場の最適化」「生産活動の

グローバル統合」の観点から IoT化を TPSに組み込もうとしているが，

これはあくまでも個別メーカーの範囲内における IoT化に止まる。

“Industrie4.0” は “Smart Factory” 化を個別メーカーの範疇に止めず，トヨ

タ自動車が協力企業と構築しているような企業グループ・ネットワーク

に，さらにはサプライ・チェーン全体に関与する主体すべてに拡げること

を構想しており，それにより経済社会全体での最適化を実現しようとして

いる。これは基本的に個別工場を単位とする TPSからは脱落してしまう
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視点であり，日本メーカーは「リーン・オートメーション」で「部分最

適」のみ追求しているうちに，経済社会全体での最適化を失念して「全体

最適」を達成できない危険が内在している（そもそも経済社会の全体最適は

製造思想である TPSの枠外であり内在云々を論ずる地合いにない）。私は

“Industrie4.0” の革新性は経済社会全体での最適化を提言した点にあると

考えるが，これは商学研究としての本稿の守備範囲を逸脱することから問

題提起に止めることとしたい。

２．トヨタ生産方式（TPS）

　　　──変化する製造ニーズに対応してきた「ムダの排除」の統合システム──

　TPSは，国内製造ニーズが大量生産から多品種少量生産，さらに変種

変量生産に転換するのに伴い，市場需要動向に対応する小ロット生産シス

テムに成長。結果的に “Industrie4.0” が掲げる市場動向に即応したマス・

カスタマイゼーションと変種変量生産を先取りするものとなっているが，

TPSは多品種少量，変種変量など特定の製造ニーズに対応するために考

案されたものではなく，「ムダの排除」の製造思想を追及する過程で TPSを

構成する要素を改良したり 組み換えたりすることで各時代の製造ニーズに

最適化された生産システムを構築してきた。したがって，TPSがその生産

システムに内在する要因により多品種少量生産に適合的であるがマス・カ

スタマイゼーションに向かないとする議論は TPSの本質を誤認している。

　また，海外における受容プロセスで欧米メーカー等が自己の生産システ

ムに TPSを導入する便法として，TPSを生産効率改善のための「工具箱」

と見立てカンバン方式などを個別採用して行ったことから，TPSを生産

効率改善方法の「道具箱」として見る向きもあるが，TPSにおいて，「工

程の流れ化」「ジャスト・イン・タイム」「全工程の同期化」「pull型生産」

等はすべて「ムダの排除」の製造思想の下で統合された一体不可分のもの
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であり，カンバン方式のみを取り上げてマス・カスタマイゼーションに要

求される生産ラインの頻繁な変更に対応する上で限界があるなどを論じて

も，TPSの変種変量生産との適合性を論ずることにはならない。

　さらに，海外における TPSの受容プロセスでは人的要素がボトルネッ

クとなっており，TPSは「ムダの排除」の原理の下に「工程の流れ化」

「ジャスト・イン・タイム」等のイノベーションを一つのシステムに統合

しているが，かかるイノベーションを実務で一つに纏め上げているのは生

産現場の「絶えずカイゼンを続けて止まない組織」である。TPSは単に

複数工程の運転管理のできる多能工を雇えば運営できるというわけではな

く，生産技術に通じた多能工のチームが生産現場で日々学習し，生産効率

向上に向けたカイゼンに取り組み続けることを要求し，生産現場の自主的

な学習とカイゼンを続けて止まない意思が，生産システムの「永久改革」

と新たな製造ニーズへの対応力を産み出している。かかる労働組織は部分

的要素の採用だけでは移植することは難しく，労働慣行等を含めて根底か

ら改革する必要があるが，TPSの新たな製造ニーズへの対応能力を論ず

る上で無視できない要素である。

　本項では，TPSに関する（敢えて欧米ジャーナル等の）先行研究レビュー

に基づき，TPSは特定製造ニーズに結びついたものではなく，通常「二

律背反」すると考えられる構成要素を一つの体系に纏め上げて，各時代の

製造ニーズに応えてきたことを明らかにする。

⑴　TPSの製造思想──「ムダの排除」

　TPSは1970年代に Drucker（1971）により「日本的経営」として見出さ

れ，Sugimori et al.（1977）によりカンバン方式とジャスト・イン・タイム

（JIT）を柱とする生産システムとして国際的に紹介された後，改めて

Womack et al.（1990）により “lean production”（リーン生産）として再提示
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されると，1990年代以降，製造業における大量生産から多品種少量・変種

変量生産への転換モデル（Womack and Jones（1996））として国際的に認知

されるに至ったものである。TPSは1950年代にトヨタ自動車の大野耐一

があまたの試行錯誤を通じて開発した生産管理方式であり（大野（1978）），

元来は変種変量生産への対応を想定したものではなかったが，1990～2000

年代のトヨタ自動車の優れたパフォーマンスに裏打ちされる形で，TPS

は多品種少量・変種変量生産の模範モデルとして1990年代後半～2000年代

央に各国自動車メーカーが学習・導入に励んだだけでなく（Rother and 

Shook（1999） ;  Hines and Taylor（2000） ;  Detty and Yingling（2000） ;  Lewis

（2000）），2000年代央以降は自動車産業，製造業の枠を超えて広範な分野

で学習・導入が試みられてきた（Carnes and Hedin（2005） ;  Brandenburg and 

Ellinger（2003））。

　最初の紹介者である Sugimori et al.（1977）がカンバン方式とジャスト・

イン・タイム（JIT）を柱とする生産システムとして説明したこともあり，

欧米諸国において TPSは「カイゼン（継続的改良）とムダ排除」に単純化

される傾向があり（Ruettimann and Stoeckli（2016b）），企業が TPSを生産性

向上のためのツール・ボックスと見立てて TPSの方法を摘み食いしてし

まう結果，生産性向上等の成果を挙げられないケースが多いとされる

（Liker（2004））。かかる表層的な理解とは異なり，TPSは一つの総合的な

製造哲学であり，その事実上の創始者である大野耐一が述べるように，過

剰生産，休停止時間，過剰工程，搬送，在庫，移動，部品・製品の不具合

など顧客価値につながらない活動（ムダ）（人の潜在能力の未活用を含む）を

なくすことを製造活動の基本と考える生産体系であり，TPSでは，ジャ

スト・イン・タイム，カンバン等は個別独立の生産性向上のための手法で

はなく，ムダ削減の観点から一体不可分の取組として実施されることで生

産性向上につながる（Ohno（1988））。
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⑵　「ムダの排除」のための統合システムとしての TPS

　では，TPSはどのようにジャスト・イン・タイム，カンバン方式等を

統合しているのか。大野によれば，TPSを貫く基本思想であるムダの排

除には「工程の流れ化」が大前提となる（Ohno（1988））。実は「工程の流

れ化」は TPSに固有のアイデアではなく，フォード自動車におけるモデ

ルＴ生産でも同じく目標とされた普遍的な考えであり，したがって「工程

の流れ化」だけではムダの排除を達成できない。ムダの排除のためには，

「部品・ユニット等の生産は，遅からず早からず，適時実施されなければ

ならない」とする「ジャスト・イン・タイム」が「工程の流れ化」と同時

に達成されなければならない（Pegels（1984））。そして，TPSでは「ジャ

スト・イン・タイム」実現のためにカンバン方式が考案された。カンバン

方式は「顧客が何を，何時，如何なる数量の製品を必要としているか」を

生産ライン全体で情報共有することを可能にし（前掲 Liker（2004）），それ

が市場の引合いに応じて必要数量だけを適時生産する pull型生産を成り

立たせる基盤となっている。

　そして，カンバン方式はスーパーマーケットの商品・在庫管理に準えら

れ（Shingo（1989）），商品棚には常に商品がスペースを最も有効に活かし

た規定数量が並べられ，顧客の購買により空きができれば空いた分だけ直

ちに充当されて規定数量の商品が陳列されるように，TPSでは，部品が

生産に必要なタイミングより早く供給されても遅れて届けられてもムダで

あるとみなし，カンバン方式により全工程を一貫してジャスト・イン・タ

イムでモノが流れていく「工程の流れ化」を実現し，ムダを完全に排除す

ることを狙っている（Ohno（1988））。在庫削減によるコスト・カット，短

サイクルでの部品・ユニット生産による生産性向上がカンバン方式の強み

であるが，Likerによればカンバン方式は生産現場のカイゼン取組がなけ

れば真に強みを発揮できないとする（Liker（2004））。
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⑶　生産技術に通じた多能工の「自己学習組織」に支えられる TPS

　というのも，実は「工程の流れ化」は自己矛盾を孕んでおり，「工程の

流れ化」は小ロット生産を結果するが，小ロット生産には頻繁な段取替え

が必要となるため，却って「工程の流れ」を阻害しかねない（Sekine

（1992））。このため「工程の流れ化」では段取替え時間を可能な限りゼロ

に近づけることが求められる（McIntosh et al.（2000））。また，特定工程の

設備・機械の故障・不具合による生産ライン停止は TPSのムダ排除の理

念の下では容認できるものではなく（Goto（1989） ;  Thun（2006）），故障が

発生する前に対処する予防保全が不可欠となる。段取替え時間短縮は製造

現場の作業能力に左右されるだけでなく，作業チームが日々のものづくり

の取組において段取替え作業方法の効率化を発見工夫できるかにも依存す

る。生産ラインを止めないための予防保全に関しては，個々の作業員が自

発的に設備・機械の問題を発見し機敏に対処する必要がある。

　TPSは人的要素が導入の最大のボトルネックであると指摘される。

Stone（2012）によれば，欧米企業が導入試行を試みた時期（1997～2000年），

欧米企業経営陣が自社組織に TPSを理解させ組織改革する上での手助け

として，「リーン的思考」（Womack and Jones（1996））の解明を試みる論文・

著作が多数発表・刊行され，TPSの主要原則である TQM，JIT等に関す

る分析がなされたが，かかる論文・著作と並んで多数刊行されたのは，

TPSが日本型労働組織・慣行に根差したものであり，日本企業とは労働

組織・慣行の異なる欧米企業に移植する上で如何なる摩擦を惹起するかを

論じたものだった（Cappelli and Rogovsky（1998） ;  Mersha and Merrick（1997） ;  

Stewart（1998））。

　Sugimori et al.（1977），Ohno（1988）が “Full utilization of worker’s capa-

bilities”，“respect-for-human system” を TPSの「ムダの排除」を達成する

上でジャスト・イン・タイムと並ぶ要素としたように，TPSは生産技術
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だけの問題ではなく現場の生産組織が成否を左右する。第一に，設備・機

械の予防保全により生産ラインの停止を回避したり，不具合品を生産して

次工程の停止要因となることのないよう「作り込み」を行うには，生産ラ

インの運転管理者は単なるオペレータを超えて生産技術に通じている必要

があり，第二に，現場が段取替え時間の短縮に向けたカイゼンに取り組む

上で，生産ラインの運転管理者には前後工程に関する理解が求められるこ

とから，彼は複数工程の運行管理に習熟した多能工である必要がある

（Ohno（1988））。

　そして，ジャスト・イン・タイム，カンバン方式など TPSの構成要素

を摘み食いするのではなく，自社の生産体制に全面的に TPSを導入しよ

うとした欧米企業が直面した最大の問題は，生産技術を理解して複数工程

の運行管理に習熟した多能工の育成もさることながら，かかる多能工がチ

ームとなって日々カイゼンに取り組み「乾いた雑巾から水を搾り出す」

（Shingo（1989））ように「ムダの排除」に自主的に取り組み続ける「自己

学習組織」（de Geus（1997））を如何に構築したらよいのかであった（van 

Eijnatten and Putnik（2004） ;  Yamamoto and Bellgran（2010））。TPSでは，人の

潜在能力の未活用も排除すべき「ムダ」とされ，Liker（2004）が指摘するよ

うに，トヨタ自動車の長期的成功は絶えずカイゼンを続けて止まない「自

己学習組織」の組織化の賜であり，ジャスト・イン・タイム，カンバン方

式等の TPSの構成要素を統合して，TPSを「ムダ排除」のための統合シス

テムたらしめているのは，生産技術に通じた多能工の「自己学習組織」で

ある。TPSは「自己学習組織」なくしては TPSたり得ず，フォード生産方

式と並ぶ規範的モデルとしての地位も獲得できなかっただろう。

　なお，「工程の流れ化」には生産ラインのレイアウトの見直しも重要で

ある。既存の生産ラインを不変の前提とする場合，「自主的に学習し絶え

ずカイゼンを行う組織」がどれだけ作業方法・順序の見直しや部材・冶具
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の配置等の工夫を重ねても，生産効率向上には天井があり，一定限度を過

ぎたならば生産ラインのレイアウトそのものを作り直して，現場が効率的

な生産活動ができるようにする必要もある。この場合も，生産ラインのレ

イアウトが如何なる理由により「ムダの発生」原因となっているかに関し

て知見を有しているのは現場であり，生産技術部門は「自主的に学習し絶

えずカイゼンを行う組織」と協働することにより適切なレイアウト変更を

行うことができる。

⑷　変種変量生産の規範的な生産モデルとなった TPS

　以上，先行研究レビューを通じ，TPSは大量生産・多品種少量生産・

変種変量生産など特定製造ニーズのために考案された生産方法ではなく，

むしろ「ムダの排除」の製造思想の体系ともいうべきものであり，（フォ

ード生産システムも目標とした）「工程の流れ化」からスタートして，（フォー

ド生産システムの push型生産とは正反対の pull型生産に辿り着いた）「ムダの排

除」のための統合システムであることを明らかにした。

　「工程の流れ化」により「ムダの排除」を実現するには，「工程の流れ

化」と同時に「部品・ユニット等の生産は，遅からず早からず，必要とさ

れる時に一瞬のタイミングのずれもなく実施されなければならない」とす

る「ジャスト・イン・タイム」が必要であり，そして「ジャスト・イン・

タイム」を達成するために TPSでは「カンバン方式」が採用された。「工

程の流れ化」「ジャスト・イン・タイム」「カンバン方式」は一つの美しい

織物を織りなしている糸のようなものであり，いずれの一つが解けても織

物の美は失われてしまう。

　そして，「カンバン方式」は生産現場の「カイゼン」により支えられて

おり，ジャスト・イン・タイムのための小ロット生産と小ロット生産のた

めの頻繁な段取替えという矛盾した要求や，設備・機械の故障・不具合に
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よる生産ライン停止を防ぐための予防保全などは生産現場におけるカイゼ

ン取組を通じて解決される。「工程の流れ化」「ジャスト・イン・タイム」

「カンバン方式」等は生産現場におけるカイゼンにより「ムダの排除」の

システムとして統合されており，カイゼンを続けて止まない「自己学習組

織」が TPSをして「ムダの排除」のための統合システムたらしめている。

　トヨタ自動車は多品種少量生産・変種変量に最適化された生産システム

を意図して創出しようとしたのではなく，「ムダの排除」という製造思想

を生産で徹底することにより，「工程の流れ化」「ジャスト・イン・タイ

ム」「カンバン方式」「カイゼン」等を統合，市場の引合いに対応して生産

を行う pull型生産システムである TPSを創り出すに至ったのであり，

1990年代以降，TPSは世界の自動車メーカーに限らず，あらゆる製造企

業にとり変種変量生産の生産モデルとなった。

⑸　結　　　論

　以上，２．においては，一部に TPSは多品種少量生産に対応した製造

システムであるとの見解があるところ，TPSは「ムダの排除」を製造活

動の根幹に置く思想であり，「ムダの排除」を追及する過程で「工程の流

れ化」「ジャスト・イン・タイム」「全工程の同期化」「pull型生産」を体

系化，これらを一つのシステムとして統合する方法として「カンバン方

式」を形成・確立してきたのであり，大量生産，多品種少量等の特定の製

造ニーズに応えるべく考案された製造手法ではないことを示した。

　むしろ国内製造ニーズが大量生産，多品種少量生産，変種変量生産と遷

移する中で，次の３．⑵ ⑶ においてケース・スタディをお示しするが，

TPSは例えば DENSOの量変動生産システムのような新たな生産システ

ムを開発し，段取替えなど生産ラインの運転管理においてカイゼンを積み

重ねることで，製造ニーズに応えてきた。現在，“Industrie4.0” が先進国
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製造業の競争優位維持策とする，市場動向に即応した変種変量生産の徹底

についても，TPSは新たな生産システムを開発し，生産ラインの運転管

理のカイゼンを発明しようとしている。したがって，TPSを多品種少量

生産等の特定の製造ニーズと結びついたものであり，“Smart Factory” が

課題とする市場動向に即応した変種変量生産には対応できないと結論する

ことは適当ではない。

　また，TPSにおいて「工程の流れ化」「ジャスト・イン・タイム」等の

イノベーションを一つのシステムに統合しているのは生産現場の「自主的

に学習し絶えずカイゼンを続ける組織」（Liker（2004））であり，生産技術

に通じた多能工のチームが生産現場で日々学習し，生産効率向上に向けた

カイゼンに取り組み続けることで，生産システムは改革し続け新たな製造

ニーズに対応することが可能となっている。“Smart Factory” を次世代製

造モデルとする者には，IoT化を貫徹せずヒトに依存し続ける TPSはマ

ス・カスタマイゼーションへの対応に関して内在的制約があるとする向き

もあるが，これは TPSにおける生産現場の重要性に対する十分な認識が

ないためであると考える。

３．“Smart Factory” と DENSOのものづくり
　　　　──生産システム改革は自動化できるか──

　３．では，生産システム改革について取り扱う。生産システム改革は実

務の塊である。“Smart Factory” を次世代製造モデルとする者の中には，

生産ラインの IoT化により生産関連ビック・データを収集できれば，生産

技術部門が自己の知識・ノウハウをプログラム化することにより AIで生

産システム改革も自動化できるとする向きもある。しかしながら，AIに

よる生産システム改革の自動化なりカイゼンの自動化を提案する者は，生

産システム改革の実務実態を熟知していないのではないだろうか。
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　カイゼンとは問題発見と解決の繰り返しであるが，生産ラインの運転管

理における問題発見は生産現場で運転管理する者でなければ不可能な面が

ある（最後まで残る）ため，TPSでは，まずは生産現場が現場レベルで課

題解決を試み，製造装置・システムの開発，生産ラインのレイアウトの変

更など生産現場だけでは解決できない場合には，生産現場と生産技術部門

が協働することでソリューションを創造してきた。生産システム改革の

「課題発見→解決方法模索→解決方法試行→問題解決」のサイクルにおけ

る生産技術部門と生産現場との役割分担と協働関係について理解していれ

ば，AIによる生産システム改革の自動化なりカイゼンの自動化が製造実

態から乖離していることに気づくはずであろう。

　また，４．で示すように，TPSでは1970年代以降オートメーション化に

も積極的に取り組み，現在，IoT技術と AIを生産現場における課題発見

にも活用しようとしているが，生産関連ビック・データと AIの解析結果

の意味については，それが「段取替え時間の短縮」に関するものであれ，

「セル生産ユニットの効率的配置」に関するものであれ，解釈を要するこ

とは銘記すべきであろう。生産現場で生産ラインの運転管理を行い知識・

ノウハウを有する者でなければ，何が生産効率向上に寄与するかを判断す

ることは難しく，生産技術部門が単に自己の知識・ノウハウをプログラム

化しても，それで駆動される AIが生産効率性向上に効果のある生産シス

テム改革を解析考案できるかは疑わしい。

　本項では，⑴ において “Smart Factory” の生産デジタル化を基盤とした

自動化を分析した上で，⑵ 及び ⑶ において生産システム改革の実態をケ

ース・スタディし，① 生産ラインの運転管理における問題発見は生産現

場で運転管理する者でなければ不可能な面がある（最後まで残る），このた

めに ② 生産システム改革は生産現場と生産技術部門の協働により進める

必要があることを示す。
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⑴　「機械仕掛けの神（deus ex machina）」？

　①　「生産システム」に関する哲学の相違点

　“Smart Factory” と TPSは，第一に，市場の引合いに対応して生産対応

を行う pull型生産である点，第二に，顧客ニーズの多様化・細分化と国

際競争激化に伴う適時生産・適時供給の必要に対応して変種変量生産を目

指す点で共通する。しかしながら，“Smart Factory” は ① IoT技術，AI技

術，クラウド技術による生産システムのデジタル化，② 企業情報システ

ムによる生産ラインの自動制御を柱とし，“Smart Factory” のモデルとさ

れるシーメンス・アンベルク工場が「無人化工場」を「売り」とするよう

に，「人」が介在しない（介在を極限までゼロ化した）生産システムを目標と

するのに対し，TPSは「工程の流れ化」「ジャスト・イン・タイム」「全

工程の同期化」等を「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」により

実現しようとするものであり，「人」が介在しない「ものづくり」を想定

していない。両者は「生産システム」「ものづくり」に関する基本的哲学

を異にしている。

　すなわち欧米企業は IoT革命を活用して，「人」によるインプットなし

に機械間だけで学習して安定生産を保つ「静的な工場」を目指しているの

に対し，TPSの本家であるトヨタ自動車及び DENSO等トヨタ系列企業

では，「人」のイニシアティブと知恵を活かしたカイゼンで生産活動が

日々進化し続ける「動的な工場」を理想とする。例えば，DENSOは自社

の IoT対応状況を公開し，一般人に見学の機会を与えているので外部者も

確認できるが，同社の IoT化は，生産システムをデジタル化し，企業情報

システムにより工場の生産ラインを自動制御することが目的ではなく，

「人」による生産ライン運転・管理を補助し，カイゼンにおいても「人」

のイニシアティブと知恵を支えるツールとして受容されており，これまで

リーン生産の限界を拡張してきた FA化や IT化と同様に TPSの限界を拡
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張するものとして考えられている。

　では，“Industrie4.0” では，如何なる生産システムが提案されているの

だろうか。「機械仕掛けの神（deus ex machina）」による全自動化された「無

人化工場」を “Smart Factory” で追求しようとしているのだろうか。“Smart 

Factory” は次世代製造システムと期待されるものの，コンセプト段階から

実装段階への移行は未だしであるため，実は100以上の定義が存在すると

されるが（Moeuf et al.（2017）），以下では “Smart Factory” の代表的な定義

を行った Kagermann et al.（2013） 1）や，“Industrie4.0” のドイツ政府主導プ

ロジェクトの性格に鑑み Bundesministerium fuer Wirtschaft und Energie

（2016）によりつつ，“Smart Factory” のコンセプトを概観しよう。

　②　市場動向に即応する変種変量生産の実現

　ドイツの “Industrie4.0” は，時々刻々変動する市場ニーズに迅速・的確

に対応するマス・カスタマイゼーションを徹底するため，① IoT技術，AI

技術，クラウド技術により生産システムをデジタル化し，経営層が市場動

向に即応して修正する生産計画に柔軟かつ機動的に対応できるよう，企業

情報システムにより生産ラインを自動制御することを提案している（企業

情報システムの ERP・MES・PLCを垂直統合して生産ラインを制御）。生産シス

テムのデジタル化を前提として，② 生産ラインの機械・装置に装着した

情報端末・センサからリアルタイムで収集したデータをクラウド上の置か

れた AIにより解析，AIの導出した生産ラインの最適制御方法（各ライン

の生産割当，生産順序，治具・工具・人員配置，段取替え）に従い生産ラインを

1）　“networks of manufacturing resources (manufacturing machinery, robots, 

conveyors and warehousing systems and production facilities) that are 

autonomous, capable of controlling themselves in response to different 

situations, self-configuring, knowledge-based, sensor-equipped and spatially 

dispersed and that also incorporate the relevant planning and management 

system” (Kagermann et al. (2013), 20).



556

制御する，③ 生産ラインのカイゼンはトヨタ生産方式では人により担わ

れるが，生産ラインよりリアルタイム収集したデータに基づき AIが生産

ラインのカイゼン方法を解析し，その結果に基づいて生産ラインに改良を

加える等を “Industrie4.0” では構想する。

　また，自動車産業がトヨタ等の最終組立メーカーだけではなく多数の部

品・素材メーカーとの分業から成立しているように，現実世界では製品は

多数企業の分業・協業により製造されており，如何なる企業も自社単独で

部品・材料をすべて生産し最終製品を生産することはできない。このた

め，市場の求める多種多様な商品を１ロットからでも柔軟・迅速に生産・

出荷できるマス・カスタマイゼーションを実現するには，“Smart Factory”

を個別工場・企業で完結させずに ITシステムにより結合し，（トヨタ・グ

ループの親企業・協力企業の協業のように）全体最適化を行う中核的企業の指

揮の下に，複数の異なる主体が生産管理・在庫管理・購買調達管理・プロ

ジェクト管理等を行うシステムを共有，あたかも一つの “Smart Factory”

であるかのように協働することが必要となる。このため，“Industrie4.0”

においては，各工場が “Smart Factory” 化するだけでなく，個々の “Smart 

Factory” をネットワークでつないで工場群・製造企業群単位でネットワー

ク化し，さらには国全体を一つの “Smart Factory” 化することまで提言し

ている（図１参照）。

　③　生産のデジタル化と CPS

　以上のように，ドイツは先進国製造業の差別化の方向として，市場の求

める多種多様な商品を１ロットからでも柔軟・迅速に生産・出荷できるマ

ス・カスタマイゼーションを掲げ，生産ラインを ITシステムにより制御

することで市場動向に即応した変種変量生産を柔軟かつ機動的に実行する

“Smart Factory” を提言。さらにドイツは “Smart Factory” 化を個別工場で

終わらせず工場群・製造企業群をネットワーク化することまで構想してい
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るが，その実現のためには生産システムのデジタル化が不可欠である。具

体的には，近年飛躍を遂げた IoT技術とクラウド等大容量情報処理技術を

活用して，製品・設備に ICタグやバーコードを装着し，それらをセンサ

やカメラで読み取って通信で結び，センサ等から得たデジタル情報をクラ

ウド上でリアルタイムに収集・分析，生産ラインを解析結果に基づき最適

制御すること（CPS :  Cyber Physical System）を次世代製造システムで実現

しようとしている。

　CPSとは，物理的な現実世界のデータを収集し，コンピュータ上の仮

想空間に大量のデータを蓄積して解析を行い，解析結果を物理的な現実世

界にフィードバックするサイクルをリアルタイムで回すことにより，シス

テム全体の最適化を図る仕組である 2）。このため工作機械等の機能を徹底

2）　JEITA（電子情報技術産業協会）は「CPSとは，実世界（フィジカル空間）
にある多様なデータをセンサーネットワーク等で収集し，サイバー空間で大
規模データ処理技術等を駆使して分析／知識化を行い，そこで創出した情
報／価値によって，産業の活性化や社会問題の解決を図っていくものです」

図１　スマート・ファクトリーの結合によるマス・カスタマイゼーション

　（出所）　西村健介（2015）「南ドイツから学ぶインダストリー4.0の地方中小企業への影響」。
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的にモジュール化し，現実の工場内の状況をコンピュータ上で仮想的に再

現し，この仮想空間において，顧客注文に対応してモジュールを柔軟に自

動的に組み替え，最適の生産ラインの段取替えプラン等を現実世界にフィ

ードバックすることで，生産ラインを自動的に顧客の注文動向に最適化し

て大量生産にも劣らない納期・価格で提供することを企図する。また，コ

ンピュータ上のシミュレーションにより現実の工場内でのあらゆる動きを

把握することで，製品の品質向上，納期短縮，生産性向上，故障検知等を

実現することを CPSは目指している（図２参照） 3）。

とする（http://www.jeita.or.jp/cps/about/）。
3）　ロボット革命イニシアティブ協議会（2016）は次世代製造の特徴を ⒜ 工
場内の機械の生産技術データを一元的に管理・集約，そこから得られるデー
タを情報処理し，機械の加工効率の改善，予知保全，現場のカイゼン等のた
めに生産管理側の ERP，MES等の上位システムに提供する仕組，⒝ 情報処
理された生産技術データを機械にフィードバックし，人がプロセス毎に部分
最適を積み上げる従来の取組を超えて，人を介さずともライン全体が最適化
される仕組，⒞ 生産技術のエンジニアリング・チェーンと生産管理のサプ
ライ・チェーンを可視化しサイバー・フィジカルなシステムとして捉え，人

図２　CPSにおける現実界と仮想界の対応関係
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　従来，製品の品質向上，納期短縮，生産性向上，故障検知等に関して，

既有の製造システムを代表するトヨタ生産方式（TPS）では，生産ライン

の担当者が「カイゼン」に取り組み，工作機械・搬送装置・周辺装置の最

適組合せ（生産ラインの見直し）や（MESによるか否かを問わず）生産ライン

の最適管理を実現することを目指してきた。これに対して，“Industrie4.0”

のデジタル化された生産システムでは，CPSが仮想空間におけるシミュ

レーションにより最適生産を絶えず割り出して，物的生産システムに実行

指示することを期待しており，生産管理者の「カイゼン」よりも「人口知

能」による CPSが付加価値の大きな部分を生み出すようになると考えら

れている。

　④　「機械仕掛けの神」による生産システム

　CPSによる生産ラインの運転管理の自動化とカイゼンを含む生産シス

テム改革の無人化は，生産ラインの IoT化により生産関連ビック・データ

を収集できれば，現実世界と同一の（鏡像ともいうべき）仮想世界を構築で

き，生産技術部門が自己の知識・ノウハウをプログラム化し，AIがその

プログラムに基づいて仮想空間においてシミュレーションを無限に繰り返

せば，生産システム改革の最適解が得られるはずであるとの確信に立って

いる。

　カイゼンとは問題発見と解決の繰り返しであるが，生産ラインの運転管

理における問題発見は生産現場で運転管理する者でなければ不可能な面が

ある（最後まで残る）ため，TPSでは，まずは生産現場が課題解決を試み，

製造装置・システムの開発，生産ラインのレイアウトの変更など生産現場

だけでは解決できない場合には，生産現場と生産技術部門が協働すること

でソリューションを創造してきた。生産システム改革の「課題発見→解決

工知能により統合管理しつつ，その全体最適につながるカイゼンを達成する
仕組の３点に求める。
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方法模索→解決方法試行→問題解決」のサイクルにおける生産技術部門と

生産現場との役割分担と協働関係は CPSの導入により終わるのだろうか。

仮に，“Industrie4.0” を推進する一部が考えるように，生産ラインの IoT

化により現実世界と同一の（鏡像ともいうべき）仮想世界を技術的に構築で

きるのであれば，生産技術部門は生産現場に依存せずに生産システム改革

を実行できるだろう。

　しかしながら，IoT化された生産ラインにおいて，製品・設備に装着さ

れた ICタグやバーコードからセンサやカメラで読み取られるデジタル情

報とは，現時点における生産技術部門の認識・理解において必要と考えら

れるデータを選別して取得しているに過ぎず，現在の生産技術では認識さ

れていない，認識されていても重要性が認められていないデータは一切捨

象されてしまう。このため，CPSにおいて構築される仮想空間は如何に

現実世界と近似していても，現実世界と同一ではあり得ず，データ取得の

時点で一定の生産技術観に基づいてデータを取捨選別していることから，

生産技術観に即した形で現実世界が造り直されており，CPSの仮想空間

は到底現実世界と同一ないし鏡像ということはできない。

　その結果，CPSの仮想空間におけるシミュレーションから漏れ落ちる

現実世界の製造課題が発生する。カイゼンとは問題発見と解決の継続反復

であるが，生産ラインの運転管理における問題発見は生産現場の運転管理

者でなければ無理な面がある。CPSにおける仮想空間の現実世界のシミ

ュレートがどれだけ緻密化しても，CPSでは発見できず対応できない問

題が残り得る。また，TPSは1970年代以降オートメーション化に取り組

み，現在，IoT技術と AIを生産現場における問題発見に活用しようとし

ているが，生産関連ビッグ・データと AIの解析結果は「段取替え時間の

短縮」であれ「セル生産ユニットの効率的配置」であれ解釈を要する。そ

もそも生産現場で生産ラインの運転管理を行い，暗黙知も含めた知識・ノ
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ウハウを有する者でなければ，何が生産効率向上に寄与するかを判断する

ことは難しい。

　したがって，CPSによる生産ラインの運転管理の自動化とカイゼンを

含む生産システム改革の無人化は，生産技術者の大いなる「夢」であり，

技術的可能性を追求する価値があることを認めるとしても，製造実務上は

「機械仕掛けの神」による生産システム改革と評価せざるを得ない。生産

技術部門が自己の知識・ノウハウをプログラム化し AIが生産関連ビッ

グ・データに基づきシミュレーションを無限に繰り返しても，生産効率性

向上に実効性のある生産システム改革を考案できるかは疑わしく，それは

現実界におけるカイゼンを含む生産システムの在り方を無視するものと考

える。

　⑤　欧米メーカーが「無人化」を目指す事情

　生産ラインの運転管理における問題発見は生産現場で運転管理する者で

なければ不可能な面がある（最後まで残る）以上，生産システム改革は生

産現場と生産技術部門の協働により進める必要があることは自明の事に思

われるが，欧米メーカーは敢えて生産システム改革の自動化（無人化）を

目指すのだろうか。２．⑶ で，TPSは人的要素が導入の最大のボトルネ

ックであることを指摘した。

　Stone（2012）によれば，欧米企業が TPS導入を試みた時期（1997～2000

年），欧米企業経営陣が自社組織に TPSを理解させ組織改革する手助けと

して，「リーン的思考」（Womack and Jones（1996））の解明を試みる論文・

著作が多数発表・刊行され TQM，JIT等に関する分析がなされたが，こ

れらと並んで多数刊行されたのは，日本型労働組織・慣行に根差す TPS

を，日本企業とは労働組織・慣行を異にする欧米企業に移植する場合に如

何なる摩擦を惹起するかを論じたものだった（Cappelli and Rogovsky（1998） ;  

Mersha and Merrick（1997） ;  Stewart（1998））。
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　結局，TPSは Drucker（1971）等による認知から半世紀が過ぎたにもかか

わらず，日本と欧米等の労働組織・慣行の違いを乗り越えて海外企業への

完全移植に成功したケースはいまだ報告されていない。学術的にも，TPS

の組織原理化に向けた人的資源管理のあり方について研究が試みられてい

るが（Stone（2012） ;  Mann（2005） ;  Liker（2007） ;  Liker and Hoseus（2008）），

見るべき成果は上がっていない。

　このためドイツが市場動向に即応するマス・カスタマイゼーションを先

進国製造業のサバイバル策として追求する中，欧米では TPSは優れた生

産モデルとして敬意を集めながらも，変種変量生産に対応するための唯一

「解」として認識されなくなっている。「自主的に学習し絶えずカイゼンを

行う組織」を実現できない欧米企業が，IoT技術，AI技術により生産システ

ムをデジタル化し，市場動向に即して修正された計画に対して生産工場が

柔軟かつ機動的に対応できるよう，企業情報システムが生産ラインを自動

制御する “Smart Factory” に向かうのは自然なことであり，生産システム

改革において自動化（無人化）が彼等には一つの解となり得るのであろう 4）。

　いずれにしても，CPSによる生産ラインの運転管理の自動化に関して

4）　欧米メーカーでは，生産技術部門の技術者と生産ラインの技能者が直接的
に摺合せを行うことはなく，優秀な生産技術者が「こうあるべきだ」という
設備や生産ラインを考え，現場の技能者はそれを使うだけであるのが通常
で，仮に生産ラインで何か問題があったとしても，それを解決するのは生産
ラインの運転管理者ではなく生産技術者の仕事であり，両者の権限・職務は
截然と分けられ雇用契約上も相互に侵犯することは禁止される。これに対し
て，日本メーカーでは，生産技術部門の生産技術者と現場の技能者が協働し
て，より良い製品を生み出すために議論を重ね，工程改革・生産設備レイア
ウト改善など具体案を「摺合せ」により取りまとめ，量産準備段階で「作り
込」を行い，量産活動に入っても，現場が生産設備をより効率的に使いこな
し，さらに良いものを作るためカイゼン提案を行うことが要求される。この
ため，欧米メーカーは，トヨタ自動車等において TPSの根幹を成す「自主
的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」の組織化に成功していない。
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は，「４．TPSとオートメーション化」で後述するように TPSでも1970年

代以降「自動化」は大きな柱となっており，IT技術の発展に応じて自動

化を進めてきた。さらに，現在は TPSでも IoT技術と AIの活用により生

産ラインの運転管理の「省人化」を進めようとしていることから，TPS

と “Smart Factory” で方向性に大きな差異はないかもしれないが，カイゼ

ンを含め生産システム改革の無人化を徹底する，“Smart Factory” が TPS

を超克すると考える論者は，生産システム改革における生産技術部門と生

産現場との協働の必要性と課題発見・解決における生産現場の重要性を十

分理解しておらず，笑劇であるが「機械仕掛けの神」の生産システムを期

待しているのではないだろうか。次項 ⑵ ⑶ では，TPSの代表的メーカー

である DENSOにおいて生産システム改革が如何に実施されているかをケ

ース・スタディし，この点を明らかにする。

⑵　DENSOにおける変種変量生産の追求

　1985年以降の持続的円高に対応して，日本メーカーは国内工場を大量生

産から多品種少量生産にシフトさせ，2000年代も円高と市場ニーズの多様

化・細分化に対応して国内工場を多品種少量生産から変種変量生産に対応

させてきた。“Industrie4.0” の提言を俟つまでもなく，変種変量生産が日

本製造業にとり国内ものづくり基盤の維持の成否を握る となった次第で

あるが，小島（2004）によれば，DENSOも1990年代以降国内製造ニーズ

の変化に対応して，生産技術部門と生産現場の協働により生産システムを

大量生産から多品種少量生産，さらには変種変量生産に改革してきた（次

頁四角囲み参照）。以下，DENSOの生産システム改革に関するケース・ス

タディを通じて，生産システム改革は生産技術部門による問題発見と課題

解決を通じてのみ進むのではなく，むしろ，生産現場の日常のカイゼン努

力を通じた問題発見と課題解決がベースとなって，生産技術部門と生産現
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場が協働することで抜本的改革が可能となることを示す

1970年代　単種多量対応
1980年代　多種対応
1990年代　多世代対応
2000年代　量変動対応，環境対応

　①　DENSOの「量変動生産システム」

　2000年代以降，自動車メーカーは国内集約生産・輸出に代わり「地産地

消」を原則とするグローバル生産体制を構築したが，自動車電装部品メー

カーの，DENSOもそれに対応してグローバル生産するに至ったため，国

内生産拠点はかつての安定的な製品需要増を期待できなくなる。加えて，

2000年代以降，ニーズの細分化に対応した車種増加と新興国市場の成長に

応えるべく，主力製品のカーエアコンやエンジン関連ユニットの種類が急

増，かつ，自動車の売行きが車種毎に大きく変動するようになったため，

製品の生産量と生産期間の予測は極めて困難化した。

図３　DENSOにおける量変動対応の生産システム類型

③セルN台型
　〇農建機ポンプ組立
　など

②ブロック分割型
　〇ABS組立て
　など

①工程集約度可変型
　〇スタータ
　〇エアコン
　など

安くて遅い
設備・ライン

工程集約

工程分割

（出所）　小島史夫（2004）「デンソーにおける生産システム技術の現状と展望」『デンソ
ーテクニカルレビュー』Vol. 9 No. 1,  9頁。
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　経営環境の変化に対して，DENSOは，特定製品の生産量を一定に保と

うとするのではなく TPSの柱である pull型生産を徹底，生産ラインの稼

働率を高水準で維持しつつ多数品目を生産する変種変量生産を採用する

（黒川（2007））。ただし，DENSOの主力工場の多くは高度成長期に起源を

持ち，1990年代，DENSOは高度成長期の少品種大量生産に適合的な生産

ラインを生産現場が工夫して多品種少量生産に転用していたが，変種変量

生産にまで転用することは生産現場の工夫・努力の域を超えたため，生産

部品の特性に応じて三方式の生産ラインを開発する（小島（2004））。

　②　３種類の量変動生産システム

（工程集約度可変型）

　第一に，工程集約度可変型は，生産量変動に応じて工程分割度を変え，

最小限の装備で生産システムを構成することを意図しており，DENSOで

図４　移動ロボットを活用した自律分散型生産システム
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（出所）　光行恵司（2004）「ITを活用した生産システム開発の効率化・迅速化・生産シ
ステムシミュレーションを用いたリスクアセスメントと分散型開発のための新た
なシミュレーション環境」『デンソーテクニカルレビュー』Vol. 9 No. 1,  123頁。
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は，スタータ組立ライン，エアコン組立ライン等で実用化されている。

　例えば，DENSO安城製作所のスタータ組立ラインでは，移動機能を持

つロボットを活用し複数工程を受け持たせ，生産量の増加時には，工程分

割度を高めて多数のロボットを投入，各ロボットがより少ない工程に専念

することで生産量増に対応。一方，生産量減少時には，工程分割度を低め

て投入ロボット台数を削減，各ロボットが多数工程を担当することにより

生産数量減に対応している。

　さらに，同ラインでは，移動ロボットが，自ら前後の工程の混み具合や

他の移動ロボットの状態を検知し，必要に応じて移動する制御方式を導入

しており，仮に，前後の工程で作業すべき製品が滞留している場合はロボ

ットがその工程へ移動して協力する「自律分散型生産システム」を実現し

た。

（セルＮ台型）

　第二に，DENSOもセル生産方式を導入している。1990年代，日本の電

機メーカーは円高に対応して東南アジアなど低賃金・ドル連動通貨の海外

地域に量産工場を移転し，国内生産拠点には，高付加価値品の多品種少量

生産や国内需給変動に対応する補完的な生産の役割を担わせるようになっ

たが，それに伴い，製品ライフサイクルの短い製品の多品種少量・変種変

量生産に適合したセル生産方式を国内工場に導入した。1990年代後半以

降，セル生産方式は電機以外の製造企業にも普及していくが，自動車部品

メーカーの場合，自動車部品の製品ライフサイクルは家電製品ほど短くは

ないため，電機の人手に依存するセル生産方式は高コストで適合的ではな

かった。

　そこで，DENSOでは，各セルに集約した全生産工程を人手ではなく自

動化したセル生産システムを開発，需要動向にはセル・ユニットの数を増

減させることで対応し，中少量の農建機ポンプ組立ラインに導入した。セ
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ルの数を増減させることにより需要動向に対応することに「セルＮ台型」

の名称は由来する。セルＮ台型生産ラインは，セル単位での自己完結性が

高く，小規模単位での生産量変動にも容易に対応できる反面，各セルにい

ずれの製品の生産を担当させるかを決めてしまうと，受注状況に応じて製

品毎の生産数量を細かく調整することが難しく，場合によってはセルの稼

働率が低いままに生産対応しなければならない事態も珍しくはなく，TPS

で最大限回避すべきとされる「ムダ」の削減が課題とされている。

（ブロック分割型）

　第三に，ブロック分割型は工程集約度可変型とセルＮ台型の中間を狙う

もので，工程フローを複数ブロックに分割，ブロック単位で自己完結性を

高め，生産ラインの繁忙に応じてラインの垣根を超えてブロックを任意に

組み合わせることで，生産量変動に柔軟に対応することを意図している

（前掲図３において生産ラインを構成するブロックがそれぞれ属するラインの垣根

を越えて生産融通していることを見られたい）。電子製品，IC製品等の汎用性

の高い市販設備を有効活用する場合に適しており，DENSOでは，ABS

（Anti-lock Braking System）組立ラインに導入されている 5）。

5）　ABSは，生産数量が月に５～11万台と激しく変動し，新製品が次々に市
場に導入される多品種製品。効率的な開発・生産のため部品共通化が進めら
れているが，製品毎に部品使用数が異なるため，高効率な混流生産の実現が
課題。1998年，DENSOは大安製作所の ABS生産においてブロック分割型
ラインを開発導入，① 生産ラインの構成ブロックの自動化を徹底するため，
手作業区域と自動化区域を完全に分離，中間バッファの存在を容認，② 生
産ラインの垣根を越えたブロック間の生産融通の的確を期すため，各生産ラ
インの実力に応じた稼働時間を設定，余剰能力に応じた生産融通を実現しブ
ロックの稼働率を向上，③ 生産ラインを構成する工作機械等の部分的な刃
具交換等による製品種対応能力の向上を図った。なお，大安製作所の ABS

生産ラインは，生産量・生産種の変動に応じて設備の組替えを行うことによ
り，一本の専用ラインに変えることも可能な工夫がなされ，ブロック分割に
工夫することで生産ラインを止めずに小ライン単位でカイゼン・改造するこ
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⑶　変種変量生産を支える「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」

　以上の「量変動生産システム」は，DENSOの生産技術部門が単独で企

画・開発したものではなく，「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」

との協働によるものであった。DENSOは西尾製作所を工場 IoT化のモデ

ルとし一般にも公開しているが，西尾製作所において生産技術部門と現場

の「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」はどのように協働して生

産システム改革を推進しているのだろうか。

　①　西尾製作所のカーエアコン生産ライン

　西尾製作所は1970年に操業開始した DENSOの主力工場の一つであり，

カーエアコン，ラジエータ，電子制御式ディーゼル・ガソリン燃料噴射装

置等を製造している。建物面積61.6万m2（敷地128.1万m2）の広大な敷地の

中に，カーエアコン生産ライン，ラジエータ生産ライン等が配置されてい

るが，カーエアコン生産はアルミニウム部品を製造する「ダイカスト鋳造

ライン」と内製部品と外部調達部品を組み立てる「部品組立ライン」から

構成される。

　ダイカスト鋳造ラインは ① アルミ合金の溶解炉での溶解，② ダイカス

トマシン多数台による鋳造，③ 鋳造部品の5,000個毎での熱処理炉による

処理，④ 切削加工，⑤ 洗浄，⑥ 耐久性向上のためのアルマイト処理，

⑦ 検査の工程から成る 6）。西尾製作所が操業を開始した1970年当時，

　とを可能とした。これにより，DENSOは，ABS生産において，トランスフ
ァーラインと同等の生産性と品質管理の容易性を有し，多様な製品を混流生
産し，生産量の変動にも柔軟に対応できるラインを開発。

6）　ダイカスト鋳造は，離型剤塗布，給湯，射出充填，凝固取り出しのサイク
ルで行なう部品加工であり，「溶けたアルミを金型へ高速・高圧で充填し，
複雑形状を有する部品を造る加工法」。成形のサイクルタイムが短く生産性
が良い反面，金型分割面（パーティングライン）に発生する鋳バリ除去を目
的としたバリ取り・ショットブラストの工程が必要。一般的な生産工程は，
鋳造・トリミング・バリ取り・ショットブラスト・外観検査・出荷から成
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DENSOの主要取引先であるトヨタ自動車は国内大量生産・輸出をビジネ

ス・モデルとしていたが，西尾製作所でも少品種大量生産を想定して生産

ラインが設計され，ダイカスト鋳造ラインでは「規模の経済」によるコス

ト・ダウンが追求された。

　ダイカスト鋳造ラインの各工程に設置された機械は規模が大きく，特に

溶解炉は高さ８メートルもあり１時間に２トンのアルミ合金を溶かす能力

があった。それはダイカストマシン数十台をフル稼働させてようやく使い

切れる量であり，それに応じてダイカストマシンも油圧式の大型機が導入

され，使用する金型は質量４～５トンもあり金型交換は手間と時間がかか

る高負荷の作業であった。このため金型交換をなるべく避けてアルミニウ

ム製品を造り置かざるを得ず，機械規模の大きさと大量の仕掛品の保管の

ため，各工程は別の建屋に分散し生産ラインが分断し，工程前後に大量の

物が中間在庫として滞留，工程間の製品運搬のためのロス時間が多い難を

抱えていた。

　また，川下工程にあたるカーエアコンの部品組立ラインでは，生産ライ

ンはベルト・コンベアにより川上から川下に向けて連結され，長大な組立

ラインを運行・管理するために多数の作業員を配置し，少品種大量生産に

適合的な生産体制を構築していたが，それはダイカスト鋳造ラインにおけ

るアルミニウム部品の大量生産と平仄の取れたものだった。

　②　多品種少量・変種変量生産への転換における問題点

　西尾製作所のカーエアコン生産ラインは少品種大量生産には適合的だっ

たが，2000年代以降，自動車メーカーが自動車の車種増大と新興国市場の

成長に対応して部品メーカーに多品種少量，変種変量の生産供給を求める

り，大型設備を使用した大ロット生産が基本。さらに，要求品質から硬さ・
切削性の向上，寸法の安定化を目的としたＴ５処理，部品強度の増強を目的
としたＴ６処理などの熱処理が成形後に必要な部品も多くある。
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ようになると，生産ラインを変種変量生産に適合したものに改革すること

が必要となる。

　TPSでは，平準化生産がジャスト・イン・タイムにおいて課題であり，

製品を１個ずつ流れで作り，種類の異なる製品を１個単位又は１箱単位で

切り替える必要がある。１個の製品が前工程から後工程へと停滞せず，後

戻りせず，すいすいと流れる「工程の流れ化」が理想であるが，カーエア

コン生産ラインで「工程の流れ化」を実現するには，川上工程のダイカス

ト鋳造ラインと川下工程の部品組立ラインの双方において「工程の流れ

化」を実現し，かつ「同期化」しなければならない。当初，DENSOは部

品組立ラインにフォーカスして，ベルト・コンベアにより連結された長大

な生産ラインを廃止して複数の生産ラインを設置，各ラインに「工程集約

度可変型」システムを導入して「工程の流れ化」を行ったが，部品組立ラ

インの「工程の流れ化」だけではカーエアコンの変種変量生産は実現でき

ない。

　すなわち，川上工程のダイカスト鋳造ラインは機械設備があまりに巨大

であり，⒜ 工程が別々の建屋に分散して生産ラインが分断，⒝ 品種に応

じた金型交換が機動的に行えないため製品を造り置きするため，工程前後

に大量の物が中間在庫として滞留，⒞ 分散した工程間を滞留した部材・

製品を運搬するロス時間が多く，カーエアコン生産工場全体としては「製

品が売れるスピードで生産」「停滞・淀みのないリーン生産」とはほど遠

い状況に陥っていた。

　③　西尾製作所の部品組立ラインの生産改革

　同期化の観点からは川上工程・川下工程で同時に「工程の流れ化」に取

り組む必要があるものの，ダイカスト鋳造ラインは装置産業であり設備・

生産ラインの変更が容易でないことから，DENSOは先ずは川下工程の改

革に着手する。
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　従来，部品組立ラインはベルト・コンベアにより川上から川下に向けて

連結され，長大なラインを運行・管理するために多数の作業員を要してい

たが，西尾製作所では，長大な生産ラインに代わり複数の生産ラインを設

置して多品種少量生産を可能とするとともに，各生産ラインに「工程集約

度可変型」システムを導入，カーエアコンの組立を繁閑に応じて生産ライ

ンの長さを自由に変えて変種変量生産への対応を図った。すなわち，生産

ラインの約８割を構成する６工程をロボット導入により自動化，生産量が

少ない時は，１台のロボットが６工程の全作業を担当するが，生産量が多

い時には，１台のロボットが担当する工程数を減らしロボットを連結して

流れ作業化することにより，生産量の変動に対応するシステムを導入し

た。これらは生産技術部門主導の改革であるが，改革に先立ち生産現場が

大量生産に適合した既存ラインを工夫して運用し多品種少量生産を試みた

結果，生産ラインそのものを短縮し複線化しない限り多品種少量生産に対

応できないことが実証されたことを受けてのものだった。

　そして，現場が新しいシステムを運転管理していく過程で様々な改善改

良がなされる。当初，８名のオペレータが６工程で設備26台，ロボット26

機を管理し，生産する品種に応じて段取替えを行っていたが，第一に，設

備の大半は従前の大量生産を目的とする生産ラインからの転用であり，新

たな短縮化されたライン向けに設備相互間で規格・仕様が統一調整されて

いないため，生産品種の変更や工程伸縮に応じて段取替えを行おうにも労

働負荷が過長である，第二に，26の設備は製造元（工作機械メーカー），製

造時期，導入目的等が異なるため（加工物を前工程から受け取り，あるいは後

工程に渡そうとしても）接続性が悪く，１個流しを行おうにも設備間で加工

物一つ一つについて接続調整を行わなければならないことが生産現場の

日々の TQC活動から判明する。これらは生産現場で生産ラインを運転管

理しなければ得られない発見であり，生産技術部門は，生産現場の発見を
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受けて，６工程の自動化に合わせて設備のモジュール化と設備間の接続性

向上に取り組み段取替えの負担を軽減，８名を要していたオペレータを４

人に減じて運転管理する体制を考案する。

　この運転管理改革においても「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組

織」が生産技術部門と協働している。オペレータ４人体制に切り替えて，

全長25mの生産ラインを従来の半分の人員で管理することで，生産ライ

ンにおける問題発生の認識が遅れる事態に備えて，予防的にロボットに視

覚センサを組み込み部品間違いの発生確率を低下させるだけでなく，万が

一，生産ラインで問題が発生した場合でもオペレータが直ちに発生を認識

できるようパトライトを各所に設置したが，これには生産現場の日々の不

具合対応の経験が活かされている。また，西尾製作所では，現場のイニシ

アティブとして，設備装置の停止，部品供給の停止の場合，４人のオペレ

ータが効率的にチームとして対応できるよう主任オペレータが効率的な作

業順位を決定し，アンドンにより作業指示を出せるようシステムを構築，

４人のオペレータが常に同期対応できる工夫を実施しているが，これは生

産技術部門ではなく生産現場の自主的なカイゼン活動の賜である。

　なお，自動化対象となった６工程以外のワイヤー切断工程，電気リレー

検査工程，パッキン貼付工程に関しても，DENSOでは，人とロボットが

協働するシステムを開発導入し，多品種の変動生産への対応力を高めた。

DENSO西尾製作所は，以上の取組を通じて，部品組立ラインにおける作

業者の約７割削減に成功するとともに，生産コストの３割削減を達成し

た。

　④　西尾製作所のダイカスト鋳造ラインのコンパクト・ライン化

　しかしながら，西尾製作所においてカーエアコンの変種変量生産を行う

上でボトルネットだったのは川上工程のダイカスト鋳造ラインであり，機

械設備が巨大過ぎるため ⒜ 工程が別々の建屋に分散して生産ラインが分
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断，⒝ 金型の機動的な交換の難しさから造り置きするため工程前後に大

量の中間在庫が滞留，⒞ 分散する工程間の部材・製品運搬のロス時間等

は構造的問題であり，現行ラインを前提としたまま，現場のカイゼン取組

のみにより多品種少量生産を実現することは無理だった。

　このため DENSOは，① 変種変量生産には巨大過ぎる溶解炉，ダイカ

ストマシン，熱処理炉のサイズ適正化，② サイズ適正化に合わせて，別々

の建屋に分散している溶解炉，ダイカストマシン，熱処理炉の一体化によ

り工程集約し，生産ラインを多品種少量生産に適合したものに完全に作り

変えるコンパクト・ライン化（１／Ｎ化）に取り組むこととし，変種変量

生産に対応して少量ずつの鋳造が可能な「小型低圧ダイカストシステム」

を開発（従前の溶解炉は高さ８mであったのに対し小型ダイカストシステムは高

さ1.8m），2008年，西尾製作所にダイカストマシンの手前に小型溶解炉，

直後に熱処理炉を直結させた「ワンセル構造」システムを導入した 7）。

　DENSOは小型ダイカストシステムの開発と同時並行して後工程の切削

機，洗浄機，アルマイト熱処理機も小型化。従来，工程毎に複数の建屋に

分散していた鋳造ラインを一つの建屋に収納することに成功。従来の大型

7）　ダイカストマシンは高速かつ高圧で金型に溶けたアルミニウムを流し込み
成形する設備。従来のラインでは，溶けたアルミニウムをフォークリフトで
ダイカストマシンまで運ぶ間に温度が750℃から650℃に降下して粘度が増
し，内部に鋳巣（アルミニウムが液体から固体に変わる過程で収縮により起
こる「ひけ巣」）が生じやすくダイカスト品の強度・気密性がばらつくため，
溶けたアルミニウムを金型に流し込むプロセスで高圧力をかけ鋳巣を防止す
る必要があった。ダイカストマシンの大型化は大量生産に加えて耐高圧剛性
を獲得するためでもあったが，ワンセル型ダイカストシステムでは，① 溶
解炉からダイカストマシンへの給湯時にアルミニウムの温度を低下させず移
動させるため，ヒータを内蔵し保温できる電磁ポンプを開発，② 鋳巣の原
因となる金型内の空気を真空ポンプで排気する技術，③ ガス発生量の少な
いドライ離型剤の使用によりガス成分の巻込み量を低減する技術を開発，従
来比２分の１の鋳造圧力での加工を実現，システム小型化に成功した。
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溶解炉ではアルミ・インゴットは生産量とは関わりなく５本ずつ投入しな

ければならなかったが，ワンセル構造ダイカストシステムでは，小型溶解

炉でインゴットを少量ずつ（100g単位）溶かし，ダイカストマシンに必要

分だけを供給することが可能となり，かつ，成形品は直ちに熱処理炉に投

入できるようになった。

　DENSOでは，「ものづくりを知る人」が部門を超えて協働することを

製造活動の基盤としているが，西尾製作所のダイカスト鋳造ラインでの変

種変量生産に向けた取組においても，生産技術部門主導の生産ラインのコ

ンパクト・ライン化（１／Ｎ化）と並行して，生産現場がカイゼンにより

ダイカスト鋳造ラインの「停滞・淀み」の原因であった段取替え時間の短

縮を実現する（なお，DENSOは「ものづくりを知る人」は生産技術部門，生産

現場に限らず製品企画研究，営業等すべての部門に存在するとし，部門横断的な協

働を求める）。

　第一に，ダイカスト工程では，① 油圧ホースの配管を一つ一つ接続し

なくとも一度につながる配管構造に変える，② 金型の調整位置について

も，金型を不必要に持ち上げる必要がないように台車の高さと等しくなる

よう設定する，③ 女性にも金型が取り扱いやすいように金型の着脱を押

込み方式とするなどの改善を実施。

　第二に，切削工程では，従来，金型の作業台への固定のために製造部品

の替わる度に治具（クランプ）を交換していたが，すべての金型に共通の

ボス（製品の押出しやネジ穴等の形成のために設けられた突起部分）を付け，作

業台の所定の位置に嵌め込めば固定できるようカイゼンを実施（1.5時間を

要した治具交換時間がゼロに）。また，生産ラインのレイアウトについて，従

来，労働安全のためロボットの稼働領域が柵で囲われ，人はロボット柵を

避けて大きく動き回らざるを得なかったが，人が接近するとセンサで探知

したロボットが自動停止するシステムを導入しロボット柵を撤去，人の作
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業動線を一直線にして作業時間・負担の軽減に成功した。

　かかる生産技術部門と生産現場の協働により，DENSOは，新たに多品

種少量・変種変量生産に適合したダイカストシステムを開発し，ダイカス

ト鋳造ラインを（工程とラインの短縮された）コンパクト・ラインに作り直

すことで，生産コスト▲33％減，設置面積▲80％減，エネルギー消費量▲

50％減を達成する。鋳造でありながら「一個流し」の考え方を取り入れて

タクトタイム約４秒を実現，カーエアコン生産ラインにおいて「製品が売

れるスピードで生産」「サプライ・チェーンのリードタイム短縮」「停滞・

淀みのないリーン生産活動」を実現する上でボトルネックとなっていたダ

イカスト鋳造ラインの改革に成功した。

⑷　西尾製作所における生産システム改革

　⑵ ⑶ で示したように，西尾製作所はカーエアコン生産ラインを大量生

産から多品種少量，変種変量生産に改革する過程で，川上のダイカスト鋳

造ラインをコンパクト・ライン化し，川下の部品組立ラインに「工程集約

度可変型」システムを導入することで，多品種少量・変種変量生産に対応

する上でクリアしなければならない「一個流し」を実現した。DENSOの

「量変動生産システム」は，生産技術部門が「自主的に学習し絶えずカイ

ゼンを行う組織」との協働により生産システム改革に取り組む過程で得ら

れた成果をパターン化したもので，生産技術部門が演繹的に３類型の生産

システムを発明し生産現場に導入したわけではない。この点，“Industry4.0”

において CPSによる生産ラインの運転管理及び生産システム改革の自動

化が次世代製造モデルとする者とは，生産システム改革に対するアプロー

チが本質的に異なると評せる。

　そして，カーエアコン生産ラインの変種変量生産への対応では，生産ラ

インの抜本的な再構築に至るまでに，先行して生産現場での「自主的に学
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習し絶えずカイゼンを行う組織」による生産性向上に向けたカイゼン取組

があり，生産技術部門はその取組で得られた知見を基にしてダイカスト鋳

造ラインのコンパクト・ライン化のような生産ライン再構築を行ってい

る。また，新たに生産ラインが再構築された後も，生産現場は新たに与え

られた生産ラインを機械的に運転管理するのではなく，生産ラインが所期

の生産性向上等の目標を達成できるように運転管理方法の見直しや段取替

え等のカイゼンを行い，運転過程でシステムの瑕疵を発見すれば生産現場

での対応を検討し実施し，仮に，それが生産現場レベルでの解決が至難な

いし不可能な問題であることが判明すれば，直ちに生産技術部門を交えて

対処している。

　ここで銘記すべきは，生産現場が生産ラインの運転管理とカイゼン取組

を通じて蓄積した知識・ノウハウを生産技術部門が尊重して生産システム

改革を実行している点であり，生産現場の知識・ノウハウには暗黙知に属

するものも多いことから，“Smart Factory” の世界では生産関連データと

して取り扱われない（取り扱えない）ものも含めて DENSOでは生産シス

テム改革の基盤としている。生産システム改革へのアプローチという観点

からは，“Smart Factory” が生産技術部門主導で上から進める生産システ

ム改革であるのに対して，TPSに立つ DENSOでは，生産現場と生産技

術部門という二つの異なるセクションがそれぞれの立場から生産システム

アプローチし，それぞれ蓄積した知識・ノウハウを交換・共有することに

より，新たな生産システムの発展なり改革なりの可能性を協働して探って

行こうとしている。

　西尾製作所におけるカーエアコン生産ラインの改革は一例に過ぎず 8），

8）　例えば，西尾製作所は HVAC（heating, ventilating and air-conditioning unit）
（空調機能を集約したモジュール部品で，ヒータと送風，エアコンの各機能
部分を一体化したもの）成形工程についてもコンパクト・ライン化を実施。
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トヨタ系列メーカーとして TPSに立脚する DENSOでは，2000年代以降

国内製造ニーズの変種変量生産へのシフトに対応して生産システム改革を

行ってきたが，いずれの生産システム改革も生産技術部門主導で問題発見

がなされ課題解決が図られるのではなく，生産現場の日常のカイゼン努力

を通じた問題発見と課題解決をベースないし出発点として（生産現場発），

生産技術部門と生産現場がそれぞれ蓄積した知識・ノウハウを交換・共有

することで，両者が協働して改革を可能としている。

⑸　ま　と　め

　欧米メーカーでは，生産技術部門の技術者と生産ラインの技能者が直接

的に摺合せを行うことはなく，優秀な生産技術者が「こうあるべきだ」と

　大量生産を前提とした生産ラインを多品種少量生産に転用していたため，小
ロット生産でも大型金型交換が必要となり，金型交換に30分間（チャック
（15kg）交換５分間，冷却ホース（10～20kg）交換５分間，金型クレーン
（13t）交換15分間，金型内清浄作業５分間）を要し，カーエアコン生産ライ
ンと同様に成形工程と組立工程を同期化できない問題を抱えていた。
DENSOは，工程集約と設備小型化により，エアコン部品の生産量の変動に
応じて原料を適量供給できるよう小ロット化。金型交換についても（金型小
型化だけでなく），自動段取りシステムの導入，（人が重い金型を押し出さず
とも）使用を了した金型を，次に使用する金型が押し出す機構の採用，チャ
ック交換・冷却ホース交換の自動化により交換時間を１分間と大幅短縮，中
間在庫が成型工程で滞留する状況の解消に成功した。また，金型に成形過程
で付着する樹脂の被膜を除去する作業が不可欠であり（放置しておくと製品
が茶褐色となり外観が劣化するばかりか形状にも欠陥が発生），従来は被膜
除去に手間がかかっていたが，金型ヒーターランナー部分が265～280℃など
高温とならず220℃に維持できると被膜が人手でも容易に剥がせることを発
見，そこで放熱リングを装着することで被膜を簡単に除去できるようにし，
成型工程に要する時間の短縮と不良品発生の抑制に成功した。その他，西尾
製作所では，段取り作業に関して細かいカイゼンを積み重ね，金型交換に要
していた時間を年81日から年40日へと大幅に改善。以上の取組を通じて，中
間在庫の解消，成型工程と組立工程の同期化を実現している。
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いう設備や生産ラインを考え，現場の技能者はそれを使うだけであるのが

通常で，仮に生産ラインで何か問題があったとしても，それを解決するの

は生産ラインの運転管理者ではなく生産技術者の仕事であり，両者の権

限・職務は截然と分けられ雇用契約上も相互に侵犯することは禁止され

る。これに対して，日本メーカーでは，生産技術部門の生産技術者と現場

の技能者が協働して，より良い製品を生み出すために議論を重ね，工程改

革・生産設備レイアウト改善など具体案を「摺合せ」により取りまとめ，

量産準備段階で「作り込」を行い，量産活動に入っても，現場が生産設備

をより効率的に使いこなし，さらに良いものを作るためカイゼン提案を行

うことが要求される。

　かかる日本と欧米等の労働組織・慣行の違いから，TPSが Drucker

（1971）等による認知から半世紀が過ぎたにもかかわらず，欧米メーカー

は，トヨタ自動車等において TPSの根幹を成す「自主的に学習し絶えず

カイゼンを行う組織」の構築に成功していない。学術的にも，TPSが存

立基盤とする「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」を欧米企業等

で如何に構築するかに関する探究が求められているが，日本企業と労働組

織・慣行の異なる欧米企業に TPSを移植した場合に惹起する摩擦に関す

る論文・著作はあまたあれども，TPSの組織原理化とそのための人的資

源管理策に関しては見るべき成果が上がっていない（Stone（2012） ;  Mann

（2005） ;  Liker（2007） ;  Liker and Hoseus（2008））。このためドイツが市場動向

に即応するマス・カスタマイゼーションを先進国製造業のサバイバル戦略

として追求する中，TPSは生産システムの歴史にも名を残すような優れ

たモデルとして敬意を集めながらも，海外企業では変種変量生産に向けた

唯一「解」として認識されなくなっている。

　確かに「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」を実現できない欧

米企業が，IoT技術，AI技術，クラウド技術により生産システムをデジタ
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ル化し，市場動向に即して修正された生産計画に対して生産工場が柔軟か

つ機動的に対応できるよう，企業情報システムが工場の生産ラインを自動

制御する “Smart Factory” に向かうことは自然なことであるが，それによ

り生産システム改革のプロトコルが変化するとは考え難い。すなわち，生

産ラインの抜本的な再構築等に至るまでに，生産現場での「自主的に学習

し絶えずカイゼンを行う組織」による生産性向上に向けたカイゼン取組が

先行し，生産技術部門はその取組で得られた知見を基にして生産ラインの

再構築を実施するのではないだろうか。また，新たに生産ラインが再構築

された後も，生産現場は生産ラインを機械的に運転管理するのではなく，

生産ラインの運転管理方法の見直しや段取替え等のカイゼンを行い，仮に

システムに瑕疵を発見すれば，先ずは生産現場での対応を検討し，瑕疵が

生産現場レベルでは解決困難であることが判れば，生産技術部門が協働し

て対処するであろう。AIによる生産システム改革の自動化なりカイゼン

の自動化は，生産システム改革の「課題発見→解決方法模索→解決方法試

行→問題解決」のサイクルにおける生産技術部門と生産現場との協働を無

視しており，製造実態から乖離していると言える。

４．TPSとオートメーション化
　　　── DENSOにおける IoTへの道──

　“Smart Factory” を次世代製造モデルとする向きの一部に，TPSは「現

代の ICT技術の可能性を利用」しておらず，マス・カスタマイゼーショ

ンと変種変量生産の対応に限界があるとする者がいるが，それは事実誤認

ではないだろうか。TPSをゼロから創造した大野耐一によれば，TPSは

「ムダの排除」のために「自動化」を一つの柱としており（Sugimori et 

al.（1977） ;  Ohno（1988）），改めて他から「リーン・オートメーション（Lean 

Automation）」を提言されるまでもなく，トヨタ自動車及びトヨタ系列企業
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は1970年代の FA化以降一貫して工場システムの IT化に取り組んできた。

　例えば Kolberg et al.（2017）は “Industrie4.0” の成果として独Wittenstein

社の設備稼働モニターを事例紹介しているが，DENSOでは，設備稼働モ

ニターは2000年代央に開発導入済みであるように，“Smart Factory” にお

いて新機軸とされる，IoT技術と AIを活用した自動化は「設備稼働中の

常時監視」「異常の予知」「異常発生時の迅速な対処」「異常の根本原因究

明」「設備データ保守管理」等のいずれにしてもトヨタ自動車及びトヨタ

系列企業は2000年代以降導入済みであり，それを “Smart Factory” が後追

いする形となっている。現在，TPSでは2000年代に開発導入した自動化

システムを IoT技術と AI技術を活用して再構築しようとしているところ

であるが，その結果，“Smart Factory” にせよ TPSにせよオートメーショ

ン化の取組は技術的に差異のないものとなっている（Wagner et al.（2017））。

　とすれば “Smart Factory” と TPSに IoT化に関して本質的な差異はなく，

後発システムの “Smart Factory” は長期的に TPSに収斂していくのではな

いかと思われるが，両者の IoT，AI，クラウド技術に対するアプローチは

２．及び３．で既に見たように出発点を異にする。“Smart Factory” が CPS

による生産ラインの運転管理及び生産システム改革の自動化を実現すべく

IoT化に取り組むのに対し，TPSは IoT化を「ムダの排除」による生産効

率向上のツールの一つと捉え，生産現場の「自主的に学習し絶えずカイゼ

ンを行う組織」が生産システム全体を統合するという立場を崩さない。そ

して，“Smart Factory” が個別工場・企業の枠を超えて社会全体で「つな

がる」ことを観念しているのに対し，DENSOはあくまでも自己完結的に

「個別工場の最適化から複数工場の最適化」「生産活動のグローバル統合」

の観点から IoT化を進めようとしている。この製造思想の違いは長期的に

如何なる差異を生むのか。

　４．では，DENSOの「リーン・オートメーション」に関するケース・
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スタディを通じて，トヨタ自動車及びトヨタ系列企業は1970年代の FA化

以降一貫して「リーン・オートメーション」に取り組んできており，IoT

化についても TPSの「ムダの排除」による生産効率向上の観点から自社

の生産システムに組み込もうとしている事実を示す。TPSは「現代の ICT

技術の可能性を利用」しておらず，マス・カスタマイゼーションと変種変

量生産の対応に限界があるとの一部の見解に反論するだけでなく，海外の

先行研究には，TPSにおけるオートメーション化の取組実態についてケ

ース・スタディしたものが乏しいことから（国内研究でも DENSO等特定メ

ーカーのオートメーション化を取り扱ったものは限られる），TPSにおけるオー

トメーション化への取組をケース・スタディした点に学術的貢献も認めら

れるものと考える。

⑴　工場オペレーションの IT化（“Intelligent Automation”）

　２．及び３．で分析したように，DENSOは，国内製造ニーズが大量生

産，多品種少量生産，変種変量生産と変化するのに対応し，生産技術部門

と生産現場の協働により生産ラインを進化させてきた。同社の生産システ

ム改革は，コンパクト・ライン化，生産ライン改革などの物的システムに

関する工夫のみに向けられていたわけではなく，1980年代以降は工場オペ

レーションの IT化にも向けられ，製造現場のオペレータが長年の熟練と

勘に基づき職人芸的に行ってきた品質管理・稼働管理に IT技術を導入す

ることで，通常のオペレータもより高度な管理をより簡単にできるような

ITシステム改革が実施された。

　DENSOの自動化は1970年代に生産ラインの自動化（FA化）からスター

ト。生産ラインの自動化は「不良ゼロ」「高生産性」「ジャスト・イン・タ

イム」を課題として発展したが（図５参照），生産ラインの自動化から工場

オペレーションの自動化に進もうとしたところで，自動化の壁にぶつか
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る。第一に，生産ラインの個別機械・設備をコントロールする制御層では

コンピュータ制御による自動化が進んだものの，実行層での品質管理・稼

働管理の自動化が進まず，制御層とのシステム連携も人手に依存したた

め，生産系・情報系でシステムがバラバラだった。第二に，メーカーや製

造年代が異なる工作機械，ロボット等の制御装置は PCとの接続仕様が標

準化されておらず，機械・装置毎に専用ソフトウェアの開発が必要だった

ことから，1990年代，実行層における品質・稼働管理の自動化は遅々とし

て進まず，工場オペレーションの自動化は足踏みすることとなった。

　こうした中，1998年以降，メーカーや製造年代が異なる工作機械，ロボ

ット等の制御装置を相互接続するための標準開発が日本ロボット工業会主

導でスタート，2002年に ORiNが開発される。2000年代前半，DENSOは

ORiNをプラットフォームとして工場内のすべての設備・機械を接続する

工場内管理システムを構築，品質管理・設備管理を多面的にサポートする

図５　DENSOの自動化に向けた取組

・世界最適生産
・量変動対応

・総合生産システム
・モデルチェンジ対応

・一貫生産システム（加工～組立～検査）
・多種流動 ・AGVシステム

・量産製品の小規模トランスファーマシン
・自動組立ライン ・高速トランスファーシステム

・自動化専用機 加工セル ミニ工場
・高速加工機 NC加工機 

（出所）　山崎（2017）「デンソーのモノづくりの進化」。
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アプリケーションを開発する。DENSOが開発した「設備稼働中の常時監

視」「異常の予知」「異常発生時の迅速な対処」「異常の根本原因究明」「設

備データ保守管理」に関するシステムは “Smart Factory” の原型というべ

きものであり，DENSOは工場オペレーションの自動化を進めた。

⑵　DENSOにおける IoT化

　①　基本的な考え方

　2010年以降，DENSOは東日本大震災後の超円高の中で更なる生産効率

の向上と，新興国市場の本格的成長に伴う部品ニーズの多様化に応える変

種変量生産のため，従来の工場オペレーションの IT化を IoT技術，AI技

術により更に進化させる「工場 IoT（Factory IoT）」を目標に掲げた。“Smart 

Factory” における IoT化は，CPSによる生産システムの運転管理の自動

化による，柔軟かつ機動的な変種変量生産の実現が目標であるが，

DENSOの IoT化は TPSの一環として「ムダの排除」による生産性向上

が目的であり，投入・産出の双方でムダを削減し生産性を引き上げるツー

ルとてして位置づけられている。

　工場 IoT化では「状況可視化」「高度事象分析」「要因可視化」の３段階

が想定され，「リアルタイムでの情報・状況の可視化」を実現した後，高

度事象分析段階では，「正常・異常のアラーム発信」「蓄積した生産関連デ

ータからの予知・予測」の実現，要因可視化段階では「生産関連データに

基づく生産ラインの自律制御」の実現を想定している。現在，工場 IoT化

は着手されたばかりで，2000年代以降の工場オペレーションの IT化に

IoT技術を適用した段階であるため，取組はデータ可視化（見える化）と

正常・異常のアラーム表示のレベルに止まり，IoT技術により蓄積した膨

大な生産関連データに基づく予知・予測までは進めていない。
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　②　「見える化」

　現在，DENSOは「リアルタイムでの状況・情報の可視化」に取り組ん

でいるが，これは AIによる大容量データ解析ないしビック・データ解析

の前提であり，AI解析を良品率改善，自動制御化，カイゼン高度化につ

なげることを意図している。

　第一に，DENSOでは，技術的に解明できず現場の経験知に良品率維持

を委ねてきた分野において，従前よりも広範な領域のデータをリアルタイ

ムで取得し相関関係を見て，未知の加工条件と不良品発生の因果関係を明

らかにしたいとする。因果関係が分かれば，製造現場はそれに基づき加工

条件の最適化方法を判断でき，更にそれを自動化システムに組み込んでし

まえば，生産ラインが自律的に加工条件を変更して最適加工できる。ただ

し，この場合でも，DENSOは加工条件の変更を ITシステムによる完全

自動化に委ねず，製造現場のオペレータの関与が残る形とするとしてい

る。TPSでは「自主的に学習しカイゼンを行い続ける組織」（Liker（2004））

がシステム全体を統合しており，人の関与のない生産システムは想定して

いないが，ここでも生産システムの運転管理及びカイゼンなどシステムの

完全自動化を目指す “Smart Factory” との製造思想の違いが露わとなって

いる。

　第二に，DENSOは，従来のカイゼンにより安定生産を達成しているラ

インについても，IoT技術と AIの活用によりデータ解析を行い安定生産

のレベルを上げるとする。現在，製品の原価・コストは必ずしも生産ライ

ン毎に把握できておらず，生産関連データは工場単位にまとめられた形で

しか本社生産技術部門には上がらないため，高効率ラインと低効率ライン

のデータが合成されたデータからは実態は認識できなかった。IoT技術の

活用により，個別生産ラインの生産データ，生産ラインを流れる個別製品

の生産データがリアルタイムで取得可能となり，従来見えなかった生産ラ
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インの問題を認識できることを期待している。ここでも生産システムの運

転管理及びカイゼン等改革の完全自動化というよりは，人による生産シス

テムの運転管理及びカイゼンを支援するツールとして IoT技術は捉えられ

ている。

　③　AIによる生産ライン制御

　AIによる生産ライン制御は DENSOにとり未達の領域であるが，生産

システムの運転管理及び改革の自動化を目指す “Smart Factory” にも未知

の世界である。「見える化」までは，“Smart Factory” も TPSに立つ

DENSOも取組に差異はないが，この未到達の領域である AIによる生産

ラインの自動制御において両者は道を分かつ。

　“Smart Factory” を次世代製造システムとする者は，AIによる生産ライ

ン制御について，新しい外乱が生じる都度，生産結果が如何に変動するの

か，なぜ変動が生じたのかを追い続け日々学習する AIが弛まず生産シス

テムを自動的にカイゼンしていくことを期待するが，DENSOでは，一旦

AIを用いて生産ラインの制御方法を確立し，それを定常状態でコントロ

ールする仕組さえ構築してしまえば，後は AIが常時データを解析し生産

ラインをカイゼンし続けなくとも問題は生じないと考える。

　すなわち DENSOは，従来，技術的に因果関係等が解明されておらず現

場の経験知に対処を任されてきた課題について AIを活用し，隠された因

果関係を発見することに AI活用の意義はあるが，生産システムをブラッ

ク・ボックスと見立てて，AIが確率論的に導出した因果関係に基づき，

ブラック・ボックス状態のまま生産ライン制御を行う立場は採らない。例

えば，外観検査は良品・不良品の選別基準を数値等客観化できないため人

手に頼っているが，AIに良品と不良品の違いを深層学習させて区別方法

を確立できれば，後は区別方法をロボットにティーチングすることで検査

工程の自動化が一気に達成できる。DENSOはここまでは AIを活用して
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も，AIに引き続き深層学習を続けさせて，良品と不良品の区別方法を自

動更新・改良させ，検査工程に自動的に新しい区別方法に基づく選別を指

示することまでは望まない。

　AIにより導出された関係に基づいて，生産技術部門なり生産現場なり

が加工条件等と加工結果の因果関係を解析し，解析より得られた知見・ロ

ジックに基づき生産ラインをカイゼンすることを原則とする DENSOにと

り，良品と不良品の区別方法を採用して検査に不具合が生ずれば，その原

因を製造現場で探求して見て，要すれば AIにより良品・不良品の区別方

法を解析し直せばよいということになる。一方，市場動向に即応したマ

ス・カスタマイゼーションを第一義的な目的とし，CPSによる生産シス

テムの運転管理及び改革の自動化を次世代製造システムと考える論者に

は，AIに引き続き深層学習を続けさせれば，良品と不良品の区別方法が

自動更新・改良され，かつ，検査工程に自動的に新しい区別方法に基づく

選別を指示までしてくれるというのに拒絶する DENSOを理解できないで

あろう。

⑶　“Smart Factory” と工場 IoTの異なるネットワーキング化

　以上，IoT技術及び AIの活用に関して，“Smart Factory” が CPSによる

生産システムの運転管理及び改革の自動化を考えるのに対し，DENSOの

工場 IoT化が人による生産システムの運転管理及びカイゼンを支援するツ

ールである違いが確認できた。それと並んで “Smart Factory” が個別工

場・企業の枠を超えて社会全体で「つながる」ことを観念しているのに対

し，DENSOはあくまでも自己完結的に「個別工場の最適化から複数工場

の最適化」「生産活動のグローバル統合」の観点から IoT化を進めようと

している点で “Smart Factory” と DENSOの工場 IoT化は異なる。
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　①　「個別工場の部分最適」から「複数工場の全体最適」に向けて

　IoTはリアルタイム性を特長とするが，リアルタイム性には，「リアル

タイムに情報を収集し，これを分析して予兆を捉え，ジャスト・イン・タ

イムに準備を行い，適時に価値提供する」時間的なものと，「物理的に場

所が離れている事象を可視化し，遠隔地で発生している事象の同時処理を

可能とする」空間的なものの二つがある。

　顧客である自動車メーカーのグローバル生産に対応して，DENSOは世

界60ヶ国に130工場をグローバル展開している。総合電機メーカーでは国

内生産拠点は量産機能を喪い，グローバル展開した量産工場の模範たり得

なくなったが，国内生産台数1,000万台弱を維持する自動車産業では，自

動車メーカー及び自動車部品メーカーの国内生産拠点は量産機能を喪って

はおらず，DENSOの国内生産拠点は量産も含めて世界の全工場のモデル

としてのマザー工場たり続けている。そして，DENSOの海外130工場は

日本国内とほぼ同一の製品を製造し，生産方式も国内マザー工場と同一シ

ステムを採用していることから，国内マザー工場のカイゼンの成果が瞬時

に海外工場に伝播できれば，グローバルに飛躍的な生産性向上が期待でき

る。

　しかしながら，現実には DENSO用語で「ものづくりを知る人の協働」

に支えられたカイゼン取組と成果を，異なる生産拠点間で共有することは

難しく，DENSOは海外工場に対しても，生産現場が日々ライン改造や加

工条件変更等に取り組み生産システムを進化させ続けることを要求してい

ることから，各生産拠点の主体性・自律性が強い点もカイゼンのグローバ

ル共有のネックとなっている。DENSOでは，国内マザー工場におけるカ

イゼン成果をグローバルに共有するツールとして「工場 IoT化」に期待を

寄せており，同時に海外生産拠点のカイゼン取組と成果をグローバルに共

有することも考えている。
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　すなわち，グローバルに現場のカイゼンや加工データを共有し，相互に

比較可能なシステムを構築し，その上で普遍的に生産性向上に資するカイ

ゼンであれば直ちにグローバル展開し，個別生産現場を前提とした特殊な

カイゼンは当該現場で展開するに留めることで，各地域・各国の事業の強

みを活かしたイノベーションを共有しグローバル・グループとしての競争

力強化を図ることが意図されており，「個別工場の部分最適」から「複数

工場の全体最適」がモットーとなっている。

　②　生産活動のグローバル統合

　第一に，工場 IoT化により，グローバル分散する全生産拠点の生産状態

及び生産能力をリアルタイムで把握できれば，人件費・部材費・在庫コス

ト等も総合的に勘案して，グローバル最適生産をリアルタイムで制御する

道が開ける。現在，自動車部品は生産工場・生産ラインも含めて顧客指定

を受けており任意に事後変更できないが，DENSOでは，将来的には，契

約上，部品生産地に関して複数地からの選択権を認めてもらい，グローバ

ル生産最適化を考えたいとする（この場合，ERP等基幹情報システムとの連携

が必要で，工場 IoTシステムと基幹情報システムとの統合が課題）。

　第二に，工場 IoT化により，グローバル分散した全生産拠点の生産状況

及び生産能力が「見える化」されれば，同一生産ラインにもかかわらず国

内拠点と海外拠点で稼働率に差が生じている場合，生産ラインを比較して

異同を発見し，異同の原因を探求することで，カイゼンははるかに迅速か

つ効率的に進めることができる。成果をグローバル共有することで，従来

は生産拠点毎に取り組んできたカイゼンにおいて，国内マザー工場だけで

なく DENSOの全生産拠点の「ものづくりを知る人の知恵」を借りること

が可能となる。それにより，DENSOはカイゼンのスピードの飛躍的向上

と個別生産拠点で特殊化しがちなカイゼンのグローバル収斂を期待してい

る。
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　③　自己完結的なネットワーキング

　DENSOは「個別工場の最適化から複数工場の最適化」「生産活動のグ

ローバル統合」の観点から IoT化を TPSに組み込もうとしているが，こ

れはあくまでも個別メーカーの範囲内における IoT化であり「部分最適」

の追求に止まっている。一方，“Industrie4.0” では “Smart Factory” 化を個

別メーカーの範疇に止めず，トヨタ自動車が協力企業と構築しているよう

な企業グループ・ネットワークから，更にはサプライ・チェーン全体に関

与する主体すべてに拡げることを構想しており，それにより経済社会全体

での最適化を実現しようとしている。

　DENSOの IoT化がリアル・ビジネス段階の事業活動の成否を左右する

取組であるのに対し，“Smart Factory” はようやくコンセプト段階から実

装段階に移行しようとしている段階で，様々な者が様々な技術的可能性を

語っているという面はあるが，IoT化は従来範囲が制約されてきた企業の

ネットワーキングを社会全体まで一気に拡張することを可能としている点

にメリットがある。ネットワークの拡張可能性は，基本的に個別工場を単

位とする TPSからは脱落してしまう視点であり，「リーン・オートメーシ

ョン」で「部分最適」のみ追求しているうちに，経済社会全体での最適化

を失念して「全体最適」を達成できない危険が内在している。

　私は “Industrie4.0” の革新性は経済社会全体での最適化を提言した点に

あると考えるが，今後の DENSOの IoT化が DENSOグループに限られた

「全体最適」を目指すのに止まるのか，あるいは，IoTの経済社会全体を

つなぐ力に目覚めて経済社会全体での「最適化」をビジネスに組み込むこ

とにより企業競争力を更に強化していくかは注視していくべき点であろ

う。
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５．結　　　び

　ドイツの “Smart Factory” は TPSに取って代わるものなのだろうか。あ

るいは両者は変種変量生産に適合的な生産システムとして並立するモデル

となるのだろうか。TPSが1990年以降トヨタ自動車の高いパフォーマン

スに裏書される形で国際的に認知されたモデルであるのに対し，

“Industrie4.0” で提唱されてから日も浅い “Smart Factory” はコンセプト・

モデルから具体化への道を歩みだしたばかりに過ぎない。

　先進国製造業のサバイバルを市場動向に即応したマス・カスタマイゼー

ションと変種変量生産に求める “Smart Factory” 論者の一部には，未だコ

ンセプト段階に止まる，CPSによる生産システムの運転管理及びシステ

ム改革の自動化を次世代製造モデルとして絶対視し，① TPSは多品種少

量生産に対応した生産システムであり，変種変量生産への対応には限界が

ある，② 生産システム改革は，生産ラインの IoT化によりリアルタイム

で収集されたビック・データを AIに解析させることで最適化でき，TPS

のように生産現場のカイゼンに依存する改革は時代錯誤である，③ TPS

は生産現場に依存する傾向からオートメーション化への取組が不十分で

IoT化に対応できない等の批判を寄せてきた。

　本稿では，第一に，TPSは多品種少量生産に対応した製造システムで

あるとの見解に対しては，① TPSは「ムダの排除」を製造の根幹に置く

製造思想であり，「ムダの排除」を追及する過程で「工程の流れ化」「ジャ

スト・イン・タイム」「全工程の同期化」「pull型生産」を体系化，これら

を一つのシステムとして統合する方法として「カンバン方式」を形成・確

立してきたものであり，多品種少量等の特定の製造ニーズに応えるための

製造手法ではない，② 国内製造ニーズが大量生産，多品種少量生産，変

種変量生産と転換する中，TPSは新たな生産システムを開発し，生産ラ
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インの運転管理でカイゼンを積み重ねることで製造ニーズに応えてきた

が，“Industrie4.0” の言う市場動向に即応した変種変量生産についても，

TPSは生産システム開発と生産ラインの運転管理のカイゼンにより対応

しつつあることを，TPSに関する先行研究レビューに基づき明らかにし

た。

　第二に，欧米等海外の経営者・生産技術者に観察される TPSの人的要

素を軽視する傾向に対しては，① TPSでは，ジャスト・イン・タイム，

カンバン方式等の TPSの構成要素を纏め上げ，TPSを一つの統合された

システムたらしめているのが生産現場の「自主的に学習し絶えずカイゼン

を行う組織」である，② カイゼンは問題発見と解決の繰り返しであるが，

生産ラインの運転管理における問題発見は生産現場でなければ不可能な面

があるため，TPSでは，まずは生産現場が課題解決を試み，生産現場だ

けでは解決できない場合には，生産現場と生産技術部門が協働することで

ソリューションを創造してきた，③ 生産システム改革が AI活用により自

動化できるとする見解は，生産システム改革が生産技術部門と生産現場の

「自主的に学習し絶えずカイゼンを行う組織」の協働作業として進められ

る実態について無知であるためであることを DENSOのケース・スタディ

により示した。

　第三に，TPSは「現代の ICT技術の可能性を利用」しておらず，マス・

カスタマイゼーションと変種変量生産の対応に限界があるとの見解に対し

ては，TPSは「ムダの排除」の観点から元々「自動化」を一つの柱とし

ており，改めて「リーン・オートメーション」を提唱されなくても，既に

トヨタ自動車及びトヨタ系列企業は1970年代の FA化以降一貫して工場シ

ステムの IT化に取り組んできていることを DENSOのケース・スタディ

により明らかにした。また，DENSOの「リーン・オートメーション」は

“Smart Factory” が「売り」とする IoTによるネットワーク構築に及んで
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いるが，「個別工場の最適化から複数工場の最適化」「生産活動のグローバ

ル統合」は DENSOグループの枠内に止まるものであり，経済社会全体の

“Smart Factory” 化も視野に入れる “Industrie4.0” がネットワーキングで

「全体最適」を追求しているのと異なる点を同様にケース・スタディによ

り明らかにした。

　以上より，“Smart Factory” と TPSの関係については，両者は異なる製

造思想に立脚する生産システムであるが，変動する市場動向に即応した変

種変量生産という製造ニーズへの対応としては共通性も多く認められるモ

デルと評価できる。ドイツにも，“Smart Factory” は TPSをベースとして

具現化すべきとの見解（Khanchanapong et al.（2015） ;  Kasper and Schneider

（2015） ;  Staufen AG（2016））が存在するように，両者は二律背反的に捉える

のではなく，市場動向に即応した変種変量生産のための並立する生産シス

テムとしてハイブリッド化の可能性を探求することが妥当であると考え

る。なお，最後に日本機械学会東海支部の DENSO西尾製作所視察におい

て同社の第４次産業革命への対応及び生産システム改革の在り方について

同社より懇切かつ詳細な説明をいただいたことを感謝して本稿を終わるこ

ととしたい。
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　付録（参考）

DENSOの企業概要

１．企業概要
　・株式会社デンソー（DENSO Corporation）
　・1949年12月16日設立
　・本社所在地　愛知県刈谷市昭和町1-1
　・資本金　　　1,874億円
　・売上収益　　連結５兆1,083億円（2017年度）
　・営業利益　　連結 4,127億円（2017年度）
　・当期利益　　連結 3,206億円（2017年度）
　・従業員数　　連結 168,813名，単独 39,315名
　・連結子会社数　220 社（日本 72，北米 31，欧州 35，アジア 76，南米／その他６）
　・持分法適用会社数　38社（日本 14，北米４，欧州４，アジア14，南米／その他２）
　・ 1949年，日本電装株式会社として創業以来，トヨタ自動車を中心に自動車用電装
部品を拡販，現在は世界の主要自動車メーカーに製品供給。

２．主要製品

パワーレイン事業 ハイブリッド車及び電気自動車用製品，ガソリン・ディー
ゼルエンジンの制御システム及び関連製品，駆動系製品，
並びにオルタネータやスタータ等の電源供給・始動システ
ム製品の開発・生産

電子事業 半導体センサ，IC等のマイクロエレクトロニクスデバイ
ス，エンジン制御コンピュータ等のエレクトロニクス製品
の開発・生産

熱事業 自動車用エアコンシステム，ラジエータなどの冷却用製品
の開発・生産

情報安全事業 カーナビ，ETC等の ITS製品，テレマティクス，エアバッ
グ用センサ・制御コンピュータ等の走行安全関係製品，ボ
ディー系制御コンピュータ，メータ等の開発・生産

小型モータ ワイパシステム，パワーウィンド，パワーシート，スライ
ドドア，パワーステアリング，エンジン制御用などの各種
モータの開発・生産



598

３．製造拠点

拠点名・住所 創業・
従業員数 主要事業

安城製作所
愛知県安城市里町長根2-1

1967年
3,203名

スタータ，オルタネータ，インバータ，
MGの製造

西尾製作所
愛知県西尾市下羽角町住
崎１

1970年
7,106名

カーエアコン，ラジエータ，電子制御式デ
ィーゼル・ガソリン燃料噴射装置の製造

高棚製作所
愛知県安城市高棚町新道1

1974年
2,918名

情報通信関係製品，走行安全関係製品，
半導体デバイス／センサ関連製品の製造

大安製作所
三重県いなべ市大安町門
前1530

1982年
4,696名

点火系製品，先進安全関係製品，動弁系
製品，駆動系製品，吸排気系製品の製造

幸田製作所
愛知県額田郡幸田町大字
芦谷字丸山５

1987年
3,452名

IC，電子制御製品の製造

豊橋製作所
愛知県豊橋市明海町3-23

1987年
1,021名

カーエアコン，サーボモータ モジュール，
自然冷媒 CO2家庭用ヒートポンプ給湯機
の製造

阿久比製作所
愛知県知多郡阿久比町大
字草木字芳池１

1990年
874名

生産設備，熱流センサ，LCPモジュール
基板の製造

善明製作所
愛知県西尾市善明町一本
松100

1998年
1,137名

電子制御式ディーゼル燃料噴射装置の製
造

湖西製作所
静岡県湖西市梅田390

1979年
4,373名

ワイパシステム・パワーウィンドウモー
タ等，自動車用小型モータの製造

豊橋東製作所
愛知県豊橋市原町字南山
1-323

1990年
690名

ブロワモータ・クーリングファンモータ
等，自動車用小型モータの製造

東広島工場
広島県東広島市八本松飯
田2-15-1

1979年
93名

ワイパシステム・ウォッシャシステム等，
自動車小型モータの製造


